


2

　厚生労働省では、国、事業者、労働者をはじめとする関係者が一体となって総合的かつ計画的に労
働者の安全と健康を守り、労働災害防止対策に取り組むことができるよう労働安全衛生法の規定に基
づいて「第14次労働災害防止計画」を策定しています。
　本計画では、2023年4月から2028年3月までの5年間に実施すべき主な取組みを示しており、
事業者、労働者をはじめとする関係者は自ら積極的に対策を推進し、安全衛生水準の向上に努めるこ
とが求められます。

第14次労働災害防止計画におけるメンタルヘルス対策
　第14次労働災害防止計画では、8つの重点施策を定め、施策ごとの目標を設定して取組みをすす
めることとしていますが、その一つに職場におけるメンタルヘルス対策が挙げられています。

心の健康対策（メンタルヘルスケア）の実施状況

〈表紙の花〉

ペチュニア
花言葉「心のやすらぎ」
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表　心の健康対策（メンタルヘルスケア）に取り組
んでいる事業所割合　 （単位：%）

（事業所規模） 1000人以上
500～ 999人
300～ 499人
100～ 299人
50～ 99人
30～ 49人
10～ 29人

（再掲）50人以上
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計画の目標
【アウトプット指標】
● メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合を80％以上
● 使用する労働者数50人未満の小規模事業場におけるストレスチェック実施の割合を50%以上
【アウトカム指標】
● 自分の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み又はストレスがあるとする労働者の割合を50%未満

心の健康対策に取り組んでいる事業所の割合は63.8%で、
これを事業所規模別にみると、50人以上の規模で9割を超え
ています。
　心の健康対策に取り組んでいる事業所のうち、心の健康対
策の取組内容（複数回答）をみると、「ストレスチェックの
実施」（65.0％）が最も高く、次いで「メンタルヘルス不調
の労働者に対する必要な配慮の実施」（49.6％）となってい
ます。
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　「職場のいじめ・嫌がらせ」は、労働者のメン
タルヘルス不調の原因になることもあります。
都道府県労働局、労働基準監督署等に寄せられた
相談件数のうち、いじめ・嫌がらせに関するもの
の割合は約2割となっています。
　このように、事業場において、より積極的に心
の健康の保持増進を図ることが重要な課題となっ
ています。

　近年、経済・産業構造が変化する中で、仕事や職業生活に関する強い不安、悩み、ストレスを感じ
ている労働者の割合が高くなっています。

　また、業務による心理的負荷を原因として精神障害を発症し、あるいは自殺したとして労災認定が
行われる事案が近年増加し、社会的にも関心を集めています。
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図1　職業生活での強いストレス等の状況 図2　職業生活における強いストレス等の原因

 

資料「労働安全衛生調査（実態調査）」（厚生労働省　各年版） 資料「令和５年労働安全衛生調査（実態調査）」（厚生労働省）

図 4　自殺した労働者数の推移図3　精神障害等による労災認定件数

図5　いじめ・嫌がらせに関する相談割合の推移

 

資料「自殺の状況」（厚生労働省・警察庁）
注： 当該年度以前に請求されたものを含む
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資料　「令和５年度個別労働紛争解決制度の施行状況」（厚生労働省）
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注2：Ｒ4以降は、Ｒ3から設問形式を一部変更していることから、
　　　Ｒ3までの実績と比較することは困難

　自殺者総数が２万人を超えているなかで、有職者の自殺者数も８千人を超えて推移しています。

注：Ｈ18までは「被雇用者」の人数、Ｈ19～Ｒ3は「被雇用者・勤め人」
　　の人数、Ｒ4以降は「自営業・家族従事者」を含めた人数（「有職者」の人数）
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　厚生労働省は「労働者の心の健康の保持増進のための指針」（メンタルヘルス指針、平成18年3月
策定、平成27年11月30日改正）を定め、職場におけるメンタルヘルス対策を推進しています。

2.  メンタルヘルスケアの基本的考え方
　事業者は、自らがストレスチェック制度※を含めた事業場におけるメンタルヘルスケアを積極的に
推進することを表明するとともに、衛生委員会等において十分調査審議を行い、｢心の健康づくり計
画｣ やストレスチェック制度の実施方法等に関する規程を策定する必要があります。
　また、その実施に当たってはストレスチェック制度の活用や職場環境等の改善を通じて、メンタル
ヘルス不調を未然に防止する「一次予防」、メンタルヘルス不調を早期に発見し、適切な措置を行う
「二次予防」及びメンタルヘルス不調となった労働者の職場復帰を支援等を行う「三次予防」が円滑に
行われるようにする必要がある。これらの取組みにおいては教育研修・情報提供を行い、「4つのケ
ア」を効果的に推進し、職場環境等の改善、メンタルヘルス不調への対応、休業者の職場復帰のため
の支援等が円滑に行われるようにする必要があります。
　さらに、メンタルヘルスケアを推進するに当たっては、次の事項に留意してください。　【指針：2】

1.  趣旨
　本指針は、労働安全衛生法第70条の2第1項の規定に基づき、同法第69条第1項の措置の適切
かつ有効な実施を図るための指針として、事業場において事業者が講ずる労働者の心の健康の保持増
進のための措置（以下「メンタルヘルスケア」という。）が適切かつ有効に実施されるよう、メンタル
ヘルスケアの原則的な実施方法について定めるものです。　 【指針：1】

労働者の心の健康の保持増進のための指針のあらまし

心の健康問題の特性
　心の健康については、その評価には、本人から心身の
状況の情報を取得する必要があり、さらに、心の健康問
題の発生過程には個人差が大きいため、そのプロセスの
把握が困難です。また、すべての労働者が心の問題を抱
える可能性があるにもかかわらず、心の健康問題を抱え
る労働者に対して、健康問題以外の観点から評価が行わ
れる傾向が強いという問題があります。 2：針指【 －①】

労働者の個人情報の保護への配慮
　メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報
を含む労働者の個人情報の保護及び労働者の意思の尊
重に留意することが重要です。心の健康に関する情報
の収集及び利用に当たっての、労働者の個人情報の保
護への配慮は、労働者が安心してメンタルヘルスケアに
参加できること、ひいてはメンタルヘルスケアがより
効果的に推進されるための条件です。【指針：2－②】

人事労務管理との関係
　労働者の心の健康は、職場配置、人事異動、職場の
組織等の人事労務管理と密接に関係する要因によっ
て、より大きな影響を受けます。メンタルヘルスケア
は、人事労務管理と連携しなければ、適切に進まない
場合が多くあります。 【指針：2－③】

家庭・個人生活等の職場以外の問題
　心の健康問題は、職場のストレス要因のみならず家
庭・個人生活等の職場外のストレス要因の影響を受け
ている場合も多くあります。また、個人の要因等も心
の健康問題に影響を与え、これらは複雑に関係し、相
互に影響し合う場合が多くあります。【指針：2－④】

留 意 事 項

労働安全衛生法
第69条　事業者は、労働者に対する健康教育及び健康相談その他労働者の健康の保持増進を図るため必要な
措置を継続的かつ計画的に講ずるよう努めなければならない。

※労働安全衛生法第66条の10に基づく心理的な負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）及びその結果に基づく面接指
導の実施、集団ごとの集計・分析等、事業場における一連の取組全体をいう。
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3.  衛生委員会等における調査審議
　メンタルヘルスケアの推進に当たっては、事業者が労働者の意見を聴きつつ事業場の実態に即した
取組みを行うことが必要です。「心の健康づくり計画」の策定はもとより、その実施体制の整備等の具
体的な実施方法や個人情報の保護に関する規程等の策定等に当たっては、衛生委員会等において十分
調査審議を行うことが重要です。 【指針：3】

衛生委員会の調査審議についての法令上の定め

　さらに、ストレスチェック制度導入により、衛生委員会の付
議事項（第22条）関係（第10号）として、ストレスチェッ
ク制度の実施体制及び実施方法について、調査審議を行い、ス
トレスチェック制度の実施に関する規程を定め、これをあらか
じめ労働者に対して周知するようにすることが必要であること
が示されています（平成27年5月1日基発0501第3号）。

労働安全衛生法　
第18条　事業者は、政令で定める規模の事業場ごとに、次の事項を調査審議させ、事業者に対し意見を述べ
させるため、衛生委員会を設けなければならない。
　１～３（略）
　４　前三号に掲げるもののほか、労働者の健康障害の防止及び健康の保持増進に関する重要事項

労働安全衛生規則　
第22条（衛生委員会の付議事項）
　法第18条第1項第４号の労働者の健康障害の防止及び健康の保持増進に関する重要事項には、次の事項が
含まれるものとする。　
　１～７（略）
　８　労働者の健康の保持増進を図るため必要な措置の実施計画の作成に関すること。
　９　長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立に関すること。
　10 労働者の精神的健康の保持増進を図るための対策の樹立に関すること。
　11（略）

労働安全衛生法等の一部を改正する法律（労働安全衛生法関係）等の施行について（平成18年2月24日付け基発
第0224003号）

衛生委員会の付議事項（第22条関係）
第10号は、精神障害等の労災認定件数が増加しており、事業場において労使が協力してメンタルヘルス

対策を推進する重要性が増していることから、衛生委員会等の付議事項として、第8号とは別に、「労働者の
精神的健康の保持増進を図るための対策の樹立に関すること」を明記したこと。

　　なお、この樹立に関することには、
　① 事業場におけるメンタルヘルス対策の実施計画の策定等に関すること
　② 事業場におけるメンタルヘルス対策の実施体制の整備に関すること
　③ 労働者の精神的健康の状況を事業者が把握したことにより当該労働者に対して不利益な取扱いが行われる

ようなことがないようにするための対策に関すること
　④ 労働者の精神的健康の状況に係る健康情報の保護に関すること
　⑤ 事業場におけるメンタルヘルス対策の労働者への周知に関することが含まれること
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ヘルスケアの原則的な実施方法について定めるものです。　 【指針：1】

労働者の心の健康の保持増進のための指針のあらまし

心の健康問題の特性
　心の健康については、その評価には、本人から心身の
状況の情報を取得する必要があり、さらに、心の健康問
題の発生過程には個人差が大きいため、そのプロセスの
把握が困難です。また、すべての労働者が心の問題を抱
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　メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報
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効果的に推進されるための条件です。【指針：2－②】
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は、人事労務管理と連携しなければ、適切に進まない
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　心の健康問題は、職場のストレス要因のみならず家
庭・個人生活等の職場外のストレス要因の影響を受け
ている場合も多くあります。また、個人の要因等も心
の健康問題に影響を与え、これらは複雑に関係し、相
互に影響し合う場合が多くあります。【指針：2－④】

留 意 事 項

労働安全衛生法
第69条　事業者は、労働者に対する健康教育及び健康相談その他労働者の健康の保持増進を図るため必要な
措置を継続的かつ計画的に講ずるよう努めなければならない。

※労働安全衛生法第66条の10に基づく心理的な負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）及びその結果に基づく面接指
導の実施、集団ごとの集計・分析等、事業場における一連の取組全体をいう。



6

4.  心の健康づくり計画
　メンタルヘルスケアは、中長期的視点に立って、継続的かつ計画的に行われるようにすることが重
要であり、また、その推進に当たっては、事業者が労働者の意見を聞きつつ事業場の実態に則した取
組みを行うことが必要です。
　このため衛生委員会等において十分調査審議を行い、「心の健康づくり計画」を策定することが必要
です。
　心の健康づくり計画に盛り込む事項は、次に掲げるとおりです。 【指針：4】

　なお、ストレスチェック制度は、各事業場で実施される総合的なメンタルヘルス対策の取組みの中
に位置づけることが重要であるため、心の健康づくり計画において、ストレスチェック制度の位置づ
けを明確にしましょう。
＊メンタルヘルスケアの計画及び進め方（参考例）

❶　事業者がメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表明に関すること
❷　事業場における心の健康づくりの体制の整備に関すること
❸　事業場における問題点の把握及びメンタルヘルスケアの実施に関すること
❹　メンタルヘルスケアを行うために必要な人材の確保及び事業場外資源の活用に関すること
❺　労働者の健康情報の保護に関すること
❻　心の健康づくり計画の実施状況の評価及び計画の見直しに関すること
❼　その他労働者の心の健康づくりに必要な措置に関すること

組織づくりと計画

評　価

実　施

見直し

心の健康づくりの方針

組織づくりと中長期目標の設定

心の健康づくり計画の作成

詳細は、12～15頁   事業場における心の健康づくりの具体的な事例   をご参照ください。
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5.  4つのメンタルヘルスケアの推進
　メンタルヘルスケアは、「セルフケア」、「ラインによるケア」、「事業場内産業保健スタッフ等によるケ
ア」及び「事業場外資源によるケア」の「4つのケア」が継続的かつ計画的に行われることが重要です。
　事業者は、①心の健康計画の策定、②関係者への事業場の方針の明示、③労働者の相談に応ずる体
制の整備、④関係者に対する教育研修の機会の提供等、⑤事業場外資源とのネットワーク形成などを行
いましょう。

※1 それぞれの事業場内産業保健スタッフ等の役割は以下のとおり。
○

※2 事業場外資源には、都道府県産業保健総合支援センターや医療機関などがある。
詳細は、11頁＊2事業場外資源の例をご参照ください。

産 業 医 等：労働者の健康管理を担う専門的立場から対策の実施状況の把握、助言・指導などを行う。また、ストレスチェック制
度及び長時間労働者に対する面接指導の実施やメンタルヘルスに関する個人の健康情報の保護についても、中心的役割を果たす。

○衛生管理者等：教育研修の企画・実施、職場環境等の評価と改善、相談体制づくりなどを行う。
○保 健 師 等：セルフケア及びラインによるケアを実施し、教育研修の企画・実施、労働者及び管理監督者からの相談対応などを行う。
○心の健康づくり専門スタッフ：教育研修の企画・実施、職場環境等の評価と改善、相談対応などを行う。
○人事労務管理スタッフ：労働時間等の労働条件の改善、労働者の適正な配置に配慮する。
○事業場内メンタルヘルス推進担当者：産業医等の助言、指導等を得ながら事業場のメンタルヘルスケアの推進の実務を担当する事業場
内メンタルヘルス推進担当者は、衛生管理者等や常勤の保健師等から選任することが望ましい。ただし、労働者のメンタルヘルスに関
する個人情報を取り扱うことから、労働者について人事権を有するものを選任することは適当ではない。なお、ストレスチェック制
度においては、ストレスチェックを受ける労働者について人事権を有する者はストレスチェック実施の事務に従事してはならない。

心の健康づくり計画の策定

セルフケア

・ストレスやメンタルヘルスに対する正しい理解
・ストレスチェックなどを活用したストレスへの気付き
・ストレスへの対処

4つのケア

　事業者は労働者に対して、次に示すセルフケアが行えるように教育研修、情報提供を行うなど
の支援をすることが重要です。
　また、管理監督者にとってもセルフケアは重要であり、事業者はセルフケアの対象として管理
監督者も含めましょう。

事業場内産業保健スタッフ等※1によるケア

・具体的なメンタルヘルスケアの実施に関する企画立案
・個人の健康情報の取扱い
・事業場外資源とのネットワークの形成やその窓口
・職場復帰における支援、など

　事業場内産業保健スタッフ等は、セルフケア及びラインによるケアが効果的に実施されるよ
う、労働者及び管理監督者に対する支援を行うとともに、次に示す心の健康づくり計画の実施に
当たり、中心的な役割を担うことになります。

ラインによるケア

・職場環境等の把握と改善
・労働者からの相談対応
・職場復帰における支援、など

事業場外資源※2によるケア

・情報提供や助言を受けるなど、サービスの活用
・ネットワークの形成
・職場復帰における支援、など

詳細は、 頁をご参照ください。
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❶　事業者がメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表明に関すること
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見直し
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6.  メンタルヘルスケアの具体的進め方
　上記５の４つのケアが適切に実施されるよう、事業場内の関係者が相互に連携し、以下の取組みを
積極的に推進することが効果的です。

　それぞれの取組みの内容は以下のとおりです。

（1）メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・情報提供
　労働者、管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等に対し、それぞれの職務に応じた教育研修・情
報提供を実施してください。なお、事業場内に教育研修担当者を計画的に養成することも有効です。

 【指針：6－(1)】

（2）職場環境等の把握と改善
　労働者の心の健康には以下のとおり様々な要因が影響を与えることから、日常の職場管理や労働
者からの意見聴取の結果、ストレスチェック制度を活用し、職場環境等を評価して問題点を把握す
るとともに、その改善を図ってください。 　【指針：6－(2)】
　詳細は、18～19頁  ラインによるケアとしての取組み内容   2.  職場環境等の改善を通じたストレスの軽減 
をご参照ください。

・ 作業環境、作業方法、労働時間、仕事の質と量
・ 職場内のハラスメントを含む職場の人間関係
・ 職場の組織、人事労務管理体制　等

労働者

評価と改善

心の健康に影響 職場環境等

心の健康づくり計画の策定

（1） メンタルヘルスケアの教育研修・情報提供（管理監督者を含む全ての労働者が対応）

（2） 職場環境等の把握と改善（メンタルヘルス不調の未然防止）

（3） メンタルヘルス不調への気付きと対応
　　（メンタルヘルス不調に陥る労働者の早期発見と適切な対応）

（4） 職場復帰における支援

衛生委員会における調査審議

慮
配
の
へ
護
保
報
情
人
個

セルフケア ラインによるケア 事業場内産業保健
スタッフ等によるケア 事業場外資源によるケア

（労働者による） （管理監督者による） （産業医、衛生管理者等による） （事業場外の機関、専門家による）
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（3）メンタルヘルス不調への気付きと対応
　メンタルヘルスケアにおいては、ストレス要因の除去又は軽減などの予防策が重要ですが、万一、
メンタルヘルス不調に陥る労働者が発生した場合に、その早期発見と適切な対応を図ることが必要
です。このため、次の3項目に関する体制を整備してください。その際には、労働者の個人情報の
保護に十分留意しましょう。 【指針：6－(3)】

○　労働者による自発的な相談とセルフチェック
　事業場の実態に応じて、労働者の相談に応ずる体制を整備するとともに、事業場外の相談機関
の活用を図るなど、労働者が自ら相談を受けられるよう必要な環境整備を行いましょう。この相
談体制については、ストレスチェックの結果の通知を受けた労働者に対して、相談の窓口を広げ、
相談のしやすい環境を作るために重要であり、また、ストレスの気付きのために、随時、セルフ
チェックを行うことができる機会を提供することも効果的です。

○　管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等による相談対応
　管理監督者は、日常的に、労働者からの自発的な相談に対応するよう努めましょう。特に、長
時間労働等により疲労の蓄積が認められる労働者などからは、話をよく聴き、適切な情報を提供
し、必要に応じ事業場内産業保健スタッフ等や事業場外資源への相談や受診を促しましょう。
　事業場内産業保健スタッフ等は、管理監督者と協力して、労働者の気付きを促すよう、保健指
導、健康相談等を行うとともに、必要に応じて事業場外の医療機関への相談や受診を促しましょう。
　詳細は、16～17頁 ラインによるケアとしての取組み内容 1. 管理監督者による部下への接
し方 をご参照ください。

○　労働者の家族による気付きや支援　等
　労働者の家族に対して、ストレスやメンタルヘルスケアの基礎知識、事業場のメンタルヘルス
相談窓口などの情報を提供しましょう。

（4）職場復帰における支援
　メンタルヘルス不調により休業した労働者が円滑に職場復帰し、就業を継続できるようにするた
め、衛生委員会等において調査審議し、職場復帰支援プログラムを策定するとともに、その実施に
関する体制整備やプログラムの組織的かつ計画的な取り組みにより、労働者に対する支援を実施し
ましょう。 【指針：6－(4)】
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7.  ストレスチェック制度

　結果は、検査を実施した医師、保健師等
から直接本人に通知され、本人の同意なく事業者に提供することは禁止されます。また 検査の結果、
高ストレス者として選定され、面接指導を受ける必要があるとされた労働者から申出があった場合、
医師による面接指導を実施します。
　ストレスチェックの結果の集団ごとの集計・分析およびその結果を踏まえた職場環境改善は、事
業者の努力義務ではありますが、本制度の目的である1次予防推進のため重要な対策です。

8.  メンタルヘルスに関する個人情報の保護への配慮
　メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報を含む労働者の個人情報の保護に配慮する
ことが極めて重要です。
　事業者は、健康情報を含む労働者の個人情報やストレスチェック制度における健康情報の取扱い
について、個人情報の保護に関する法律及び関連する指針等を遵守し、労働者の健康情報の適正な
取扱いを図ることが重要です。 【指針：7】

9. 心の健康に関する情報を理由とした不利益な取扱いの防止
　事業者が、メンタルヘルスケア等を通じて把握した労働者の心の健康に関する情報は、その労働者の
健康確保に必要な範囲で利用されるべきものです。その範囲を超えて、事業者がその労働者に対して
不利益な取扱いを行うことはあってはなりません。このため、労働者の心の健康に関する情報を理由
として行う以下の取扱いについては、一般的に合理的なものとはいえず、事業者はこれらを行っては
なりません。

ストレスチェック制度の概要

ストレスチェックを受検

結果の通知 集団分析

職場環境改善

高ストレス者

セルフケア
面接指導

事後措置

努力義務
集団へのアプローチ

義務
個人へのアプローチ

労働者50人以上の
事業所が対象

【指針：8】

❶　解雇すること。
❷　期間を定めて雇用される者について契約の更新をしないこと。
❸　退職勧奨を行うこと。
❹ 不当な動機・目的をもってなされたと判断されるような配置転換又は職位(役職)の変更を

命じること。
❺　その他の労働契約法等の労働関係法令に違反する措置を講じること。

　労働安全衛生法に基づき、事業者は心
理的な負担の程度を把握するための検査
（ストレスチェック）を実施することが義
務付けられています（労働者数50人未満
は努力義務）。労働者にストレスへの気付
きを促すとともに、ストレスの原因となる
職場環境の改善につなげることで、労働
者のメンタルヘルス不調の未然防止（1次
予防）を図ることを目的としています。

　また、派遣先事業者が派遣労働者の心の健康に関する情報を把握し、これを理由として、医師の意
見や本人の実情を考慮せず、当該派遣労働者の変更を求めるなど、一般的に合理的なものとはいえな
い派遣労働者に対する不利益な取扱いは行ってはなりません。
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10.  小規模事業場におけるメンタルヘルスケアの取組みの留意事項
　小規模事業場においては、事業者がメンタルヘルスケア実施の表明をし、セルフケア、ラインによ
るケアを中心として、実施可能なところから着実に取組みを進めることが望ましいです。
　また、必要な事業場内産業保健スタッフが確保できない場合、衛生推進者または安全衛生推進者を
事業場内メンタルヘルス推進担当者＊1として選任するとともに、都道府県産業保健総合支援センター
等の事業場外資源＊2の提供する支援等を積極的に活用することが有効です。 　【指針：9】

＊1　詳細は、7頁　事業場内メンタルヘルス推進担当者をご参照ください。
＊2　事業場外資源の例

 ・都道府県産業保健総合支援センター　
 ・健康保険組合　・労災病院　・中央労働災害防止協会　 
・労働者健康保持増進サービス機関　 
・労働衛生コンサルタント、公認心理師、精神保健福祉士、産業カウンセラー、臨床心理士等　 
・精神科、心療内科等の医療機関　・地域保健機関　 
・各種相談機関等　・産業医学振興財団　 
・医師会（日本医師会及び都道府県医師会）　・産業医科大学

事　業　者

人事労務
担当者

事業場内メンタルヘルス
推進担当者

安全衛生推進者

事業場外資源

相談窓口 相談実務 教　育 その他

管理監督者 労　働　者
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健康確保に必要な範囲で利用されるべきものです。その範囲を超えて、事業者がその労働者に対して
不利益な取扱いを行うことはあってはなりません。このため、労働者の心の健康に関する情報を理由
として行う以下の取扱いについては、一般的に合理的なものとはいえず、事業者はこれらを行っては
なりません。

ストレスチェック制度の概要

ストレスチェックを受検

結果の通知 集団分析

職場環境改善

高ストレス者

セルフケア
面接指導

事後措置

努力義務
集団へのアプローチ

義務
個人へのアプローチ

労働者50人以上の
事業所が対象

【指針：8】

❶　解雇すること。
❷　期間を定めて雇用される者について契約の更新をしないこと。
❸　退職勧奨を行うこと。
❹ 不当な動機・目的をもってなされたと判断されるような配置転換又は職位(役職)の変更を

命じること。
❺　その他の労働契約法等の労働関係法令に違反する措置を講じること。

　労働安全衛生法に基づき、事業者は心
理的な負担の程度を把握するための検査
（ストレスチェック）を実施することが義
務付けられています（労働者数50人未満
は努力義務）。労働者にストレスへの気付
きを促すとともに、ストレスの原因となる
職場環境の改善につなげることで、労働
者のメンタルヘルス不調の未然防止（1次
予防）を図ることを目的としています。

　また、派遣先事業者が派遣労働者の心の健康に関する情報を把握し、これを理由として、医師の意
見や本人の実情を考慮せず、当該派遣労働者の変更を求めるなど、一般的に合理的なものとはいえな
い派遣労働者に対する不利益な取扱いは行ってはなりません。
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「働く人の心の健康保持増進　新しい指針と解説」（中央労働災害防止協会）の記載例を一部修正

◆ 事業場における心の健康づくり計画の例
　各事業場においては、指針に基づき、心の健康づくり計画を策定して取組みを進めることが有効で
す。以下に心の健康づくり計画の一例を示します。各事業場においては、この例を参考にするととも
に、各事業場の実情に応じて独自の計画を策定し、併せて事業場におけるメンタルヘルスケアを推進
することを事業者自ら表明することが望まれます。

A 事業場における心の健康づくり計画及びストレスチェック実施計画（例）

●1　心の健康づくり活動方針

（1）位置づけ
　本計画は、当社規則「安全衛生管理規則」に基づき、厚生
労働省「労働者の心の健康の保持増進のための指針」等に従
って、当社の心の健康づくり活動ならびに労働者の心理的な
負担の程度を把握するための検査（以下ストレスチェック）
の具体的推進方法を定め、もって従業員の心の健康づくり及
び活気のある職場づくりに取り組むためのものである。

（2）心の健康づくりの目標
　従業員の心の健康は、従業員とその家族の幸福な生活のた
めに、また事業場の生産性及び活気のある職場づくりのため
に重要な課題であることを認識し、メンタルヘルス不調への
対応だけでなく、職場でのコミュニケーションの活性化など
を含めた広い意味での心の健康づくりに取り組む。
　具体的には以下の目標を20XX年までの○年間に達成す
る。
①　管理監督者を含む従業員全員が心の健康問題について理
解し、心の健康づくりにおけるそれぞれの役割を果たせる
ようになる。

②　円滑なコミュニケーションの推進により活気ある職場づ
くりを行う。

③　管理監督者を含む従業員全員の心の健康問題を発生させ
ない。

（3）推進体制
　従業員、管理監督者、事業場内産業保健スタッフ(産業医、
事業場内メンタルヘルス推進担当者等)、人事労務部門、外
部機関がそれぞれの役割を果たす。

（4）推進事項
　以下のとおり実施する。

ア 相談体制
　管理監督者を含む従業員が相談しやすい相談窓口の設置
など、心の健康に関する相談体制の充実を図る。

イ 教育・研修及び情報提供
　従業員、管理監督者、事業場内産業保健スタッフ及び人
事労務部門がそれぞれの役割を理解し、状況に応じて適切
な活動を推進できるように情報提供及び教育・研修の計画
的な実施を図る。

ウ ストレス対策
　従業員がストレスに気づいて対処できるように、また、
職場環境等におけるストレスを減らすように、ストレスチ
ェックをはじめ各種のストレス対策・職場環境改善対策を
実施する。

エ マニュアル等
　心の健康づくりの体制整備やストレスチェックの実施等
の進め方を示す文書・マニュアル等を作成し、全社に周知・
徹底する。

オ プライバシーへの配慮
　従業員が安心して活動に取り組めるよう、個人情報の秘
密保持に十分配慮する。

●2 心の健康づくり推進体制及びストレスチェッ
ク実施体制

　従業員、管理監督者、事業場内産業保健スタッフ、人事労
務部門及び衛生委員会の役割を以下のとおりとする。
ア 従業員
　従業員はストレスや心の健康について理解し、またスト
レスチェックの受検の機会を活用することで、自分のスト
レスに適切に対処し、必要に応じてストレスチェック結果
に基づく面接指導やメンタルヘルス相談を利用すること。

イ 管理監督者
　管理監督者は、職場の管理監督者として、ストレスチェ

事業場における心の健康づくりの具体的な事例
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ックの集団分析結果等に基づく職場環境等の改善を通した
ストレスの軽減、部下からの相談への対応を行う。また、
管理監督者自身も必要に応じて、ストレスチェック及びそ
の結果に基づく面接指導、メンタルヘルス相談を利用する。

ウ　事業場内産業保健スタッフ
　管理監督者を含む従業員の活動を支援する。

（ア）事業場内メンタルヘルス推進担当者
　原則として衛生管理者等がその役割を担うものとし、産
業医の助言を得ながら、心の健康づくり計画の企画・立案、
評価・改善、教育研修等の実施、関係者の連絡調整などの
実務を担当し、ストレスチェックを含めた事業場の心の健
康づくり活動を中心的に推進する。

（イ）衛生管理者等（事業場内メンタルヘルス推進担当者を
除く）
　産業医と協力して、ストレスチェックを含めた心の健康
づくり活動を推進する。

（ウ）産業医
　・心の健康づくり計画の企画・立案及び評価への協力
　・従業員、管理監督者からの相談への対応と保健指導
　・ 職場環境等の評価と改善によるストレスの軽減（ストレ

スチェックの集団分析結果等に基づくものを含む）
　・従業員、管理監督者等に対する情報提供及び教育研修
　・外部医療機関等との連絡
　・ 就業上の配慮についての意見（ストレスチェック結果に

基づく面接指導の事後措置を含む）
エ　人事労務部門
　人事労務管理担当者は、従業員、管理監督者からの相談
があれば、その対応を行う。
　人事労務管理の担当者は、管理監督者だけでは対応が困
難な問題（職場配置、人事異動等）に対応し、また、労働
時間等の改善及び適正配置を行う。

オ　衛生委員会
　衛生委員会は、事業場内メンタルヘルス推進担当者を中
心に心の健康づくり計画の策定、評価に関わる。また、ス
トレスチェックを含む心の健康づくり活動が計画どおり進
められているか評価を行い、継続的な活動を推進する。

カ　ストレスチェック実施者
・ストレスチェック実施の企画・立案及び評価への協力
・ストレスチェック受検者からの相談への対応
・ ストレスチェックの集団分析結果等に基づく職場環境等
の評価ならびにその結果の事業者への提供

・ストレスチェック受検者に対する情報提供及び教育研修

当社のストレスチェックの実施要領は以下の通りである。
(a)実施体制
・実施代表者：○○ ○○（当社産業医）
・共同実施者：○○ ○○（当社保健師）
・ 実施事務従事者：○○ ○○（人事労務部人事課 安全衛
生担当）

・ 委託先実施者：□□ □□（△△健康管理センター 
医師）

　□□ □□（△△健康管理センター 保健師）
・ 委託先実施事務従事者：□□ □□（△△健康管理セン
ター 情報管理部）

(b)ストレスチェック調査票、評価基準等
・ 使用調査票：職業性ストレス簡易調査票（57 項目版）、
△△健康管理センターが提供するWebシステムを
使用。

・ 高ストレス選定基準・評価方法：『労働安全衛生法に基
づくストレスチェック制度実施マニュアル』（平成27 
年5 月、厚生労働省）で示された「心身のストレス反
応」に着目する評価基準に準拠（実施代表者が必要と
認めた場合は実施者による面接を追加）。

・ 実施頻度・時期：原則として年１回、繁忙期を避けて
実施。

・ 対象者：全従業員（派遣労働者は派遣元との協議にて
実施主体を決定）

・ 結果通知：Web システム上で結果を通知。実施者によ
るチェックにて結果修正が入った場合と高ストレスと
判定され面接指導が必要とされた場合のみ、受検者が
希望する連絡手段にて受検者指定の連絡先に通知。結
果通知後、実施者もしくは実施事務従事者が同意した
者の事業者への結果提供、面接指導勧奨（高ストレス
と判定され、面接指導が必要な場合）その他必要な連
絡を実施。この場合もあらかじめ受検者が指定した連
絡方法・連絡先にて行うものとする。

(c)ストレスチェック結果に基づく面接指導
　前項の基準に基づき、原則として産業医が実施。産業
医もしくは会社が必要と認めた場合、会社が指定する医
師による面接を実施。

(d)ストレスチェック結果に基づく集団分析等
・ 集計・分析手法：『労働安全衛生法に基づくストレスチ
ェック制度実施マニュアル』（平成27年5 月、厚生労
働省）で示された「仕事のストレス判定図」に準拠。

・ 対象集団規模：10 人以上の部課単位毎に集計。10 人
未満の部課については原則実施しない。

(e)ストレスチェック結果に関する情報の取扱い
　会社側関係者のうち、ストレスチェック実施者及び実
施事務従事者は個々の従業員の受検結果について委託先
から通知され、把握するとともに、当該情報に基づいて
面接指導の勧奨、実施等の対応に利用するものとする。
面接指導の勧奨に際しては、勧奨そのものによって高ス
トレス結果であったことが他者に伝わらないよう、十分
留意するものとする。その他の管理監督者・人事労務部
門は個々の従業員の受検有無についてのみ実施者から通
知され、把握するものとする。個々の従業員の受検結果
については同意なく通知されない。
　面接指導の申出があった者については、面接指導対象
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「働く人の心の健康保持増進　新しい指針と解説」（中央労働災害防止協会）の記載例を一部修正

◆ 事業場における心の健康づくり計画の例
　各事業場においては、指針に基づき、心の健康づくり計画を策定して取組みを進めることが有効で
す。以下に心の健康づくり計画の一例を示します。各事業場においては、この例を参考にするととも
に、各事業場の実情に応じて独自の計画を策定し、併せて事業場におけるメンタルヘルスケアを推進
することを事業者自ら表明することが望まれます。

A 事業場における心の健康づくり計画及びストレスチェック実施計画（例）

●1　心の健康づくり活動方針

（1）位置づけ
　本計画は、当社規則「安全衛生管理規則」に基づき、厚生
労働省「労働者の心の健康の保持増進のための指針」等に従
って、当社の心の健康づくり活動ならびに労働者の心理的な
負担の程度を把握するための検査（以下ストレスチェック）
の具体的推進方法を定め、もって従業員の心の健康づくり及
び活気のある職場づくりに取り組むためのものである。

（2）心の健康づくりの目標
　従業員の心の健康は、従業員とその家族の幸福な生活のた
めに、また事業場の生産性及び活気のある職場づくりのため
に重要な課題であることを認識し、メンタルヘルス不調への
対応だけでなく、職場でのコミュニケーションの活性化など
を含めた広い意味での心の健康づくりに取り組む。
　具体的には以下の目標を20XX年までの○年間に達成す
る。
①　管理監督者を含む従業員全員が心の健康問題について理
解し、心の健康づくりにおけるそれぞれの役割を果たせる
ようになる。

②　円滑なコミュニケーションの推進により活気ある職場づ
くりを行う。

③　管理監督者を含む従業員全員の心の健康問題を発生させ
ない。

（3）推進体制
　従業員、管理監督者、事業場内産業保健スタッフ(産業医、
事業場内メンタルヘルス推進担当者等)、人事労務部門、外
部機関がそれぞれの役割を果たす。

（4）推進事項
　以下のとおり実施する。

ア 相談体制
　管理監督者を含む従業員が相談しやすい相談窓口の設置
など、心の健康に関する相談体制の充実を図る。

イ 教育・研修及び情報提供
　従業員、管理監督者、事業場内産業保健スタッフ及び人
事労務部門がそれぞれの役割を理解し、状況に応じて適切
な活動を推進できるように情報提供及び教育・研修の計画
的な実施を図る。

ウ ストレス対策
　従業員がストレスに気づいて対処できるように、また、
職場環境等におけるストレスを減らすように、ストレスチ
ェックをはじめ各種のストレス対策・職場環境改善対策を
実施する。

エ マニュアル等
　心の健康づくりの体制整備やストレスチェックの実施等
の進め方を示す文書・マニュアル等を作成し、全社に周知・
徹底する。

オ プライバシーへの配慮
　従業員が安心して活動に取り組めるよう、個人情報の秘
密保持に十分配慮する。

●2 心の健康づくり推進体制及びストレスチェッ
ク実施体制

　従業員、管理監督者、事業場内産業保健スタッフ、人事労
務部門及び衛生委員会の役割を以下のとおりとする。
ア 従業員
　従業員はストレスや心の健康について理解し、またスト
レスチェックの受検の機会を活用することで、自分のスト
レスに適切に対処し、必要に応じてストレスチェック結果
に基づく面接指導やメンタルヘルス相談を利用すること。

イ 管理監督者
　管理監督者は、職場の管理監督者として、ストレスチェ

事業場における心の健康づくりの具体的な事例
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に該当するかどうかを確認するため、ストレスチェック
結果は人事労務部門に伝えられる。また、面接指導の結果
についても同様であるが、いずれの情報も面接指導実施
や面接指導結果に基づく事後措置の実施に必要な最小限
度の範囲・内容の共有に留めるよう留意するものとする。
集団分析結果については人事労務部門・産業保健スタッ
フ以外には原則として非開示とする。
　職場環境改善を実施する際、情報共有が必要と考えら
れる当該部署関係者等を都度特定し、その対象範囲に限
定して開示するものとする。

 (f)個人情報に関する窓口（質問、苦情、開示請求など）：
実施事務従事者：○○ ○○（人事労務部人事課 安全衛生
担当）
［連絡先］外線0X-XXXX-XXXX、内線YYYY、

メールアドレスjoho@????.co.jp
委託先実施事務従事者：□□ □□（△△健康管理セン
ター 情報管理部）
［連絡先］0X-XXXX-XXXX、

メールアドレスjoho@???.org

●3 問題点の把握及び事業場外資源を活用したメ
ンタルヘルスケアの実施

（1）職場環境等の把握と改善
　ストレスを軽減し、明るい職場づくりを推進するために、
ストレスチェックの集団分析結果等を通じて、職場環境等
の把握と改善を実施する。

ア　管理監督者による職場環境等の把握と改善
　管理監督者は、日常の職場管理や従業員の意見聴取を通
じて、当該職場のストレス要因を把握し、その改善に努め
る。

イ　事業場内産業保健スタッフによる職場環境等の把握と
改善
　ストレスチェック実施者は、職業性ストレス簡易調査票
などの調査票等を用いて職場環境等を評価する。また、事
業場内産業保健スタッフは、必要に応じて面接指導対象者
に追加調査等を実施し、職場環境等を評価、確認する。ま
た、その結果をもとに、管理監督者に職場環境等の改善に
ついて助言し、その実行を支援する。

（2）ストレスチェックの実施
　セルフケアの推進のため、ストレスチェックの機会を提供
する。
　①　従業員は、事業場内産業保健スタッフが提供する各種

ストレスチェックを利用して、自らのストレスを適宜チ
ェックするよう努めるものとする。

　②　従業員は、ストレスチェックの結果に応じて、医師
（産業医）による面接指導または事業場内産業保健スタ
ッフによるストレスに関する保健指導を受ける。

　③　なお、実施に際し、ストレスチェックは従業員本人の
ストレスへの気付きとその対処の支援、及び職場環境の
改善を通じてメンタルヘルス不調となることを未然に防
止する一次予防を目的とし、メンタルヘルス不調者の発
見を一義的な目的としないこと、またストレスチェック
は強要されて受検されるべきものではないこと、ストレ
スチェックや面接指導の受検有無や結果提供の不同意等
を理由とした不利益取扱いを防止すること等の趣旨を十
分周知するものとする。

（3）心の健康づくりに関する教育研修・情報提供
　心の健康づくりの推進のために、関係者に対して教育研
修を実施する。

ア　全従業員向けの教育研修・情報提供
　セルフケア、特にストレスチェックによる一次予防を促
進するため、管理監督者を含む全ての従業員に対して、教
育研修・情報提供を行う。

イ　管理監督者への教育研修・情報提供
　ラインによるケアを促進するため、管理監督者に対して
教育研修・情報提供を行う。

ウ　事業場内産業保健スタッフ等への教育研修・情報提供
ストレスチェック及びその結果に基づく面接指導その

他事業場内産業保健スタッフ等によるケアを促進するた
め、事業場内産業保健スタッフ等に対して、事業場外資源
が実施する研修等への参加を含めて教育研修・情報提供の
機会を設ける。事業場内産業保健スタッフ等の職務に応じ
て専門的な事項を含む教育研修、知識修得等の機会の提供
を図る。

（4）事業場外資源を活用した心の健康に関する相談の実施
　心の健康に関する相談体制は以下のとおりとする。
ア　管理監督者への相談
　従業員は、心の健康に問題や不調を感じた場合には所属
職場の管理監督者に相談することができる。
　管理監督者は、従業員の相談に対応し、必要に応じて産
業医、人事労務管理担当者、あるいは当社と契約している
「○○クリニック」の医師に相談するよう勧める。
　管理監督者は、相談対応に当たって、従業員のプライバ
シーに配慮し、従業員から聴いて知った個人情報について
は原則、本人の了解を得た上で他に伝える。

イ　産業保健スタッフへの相談
　従業員はストレスチェック結果に基づく面接指導の他、
自らの心の健康問題について産業保健スタッフに相談する
ことができる。
　管理監督者は部下である従業員の心の健康問題について、
産業保健スタッフに相談することができる。　
　相談は、産業保健スタッフが勤務する社内健康管理室の
開室時間のほか、電子メールでも行うことができる。
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　産業医は、当社と契約している「○○クリニック」の医
師と相談しながら、従業員本人や管理監督者に対して助言
や指示を行う。
　産業保健スタッフは、法令及び社内規程に基づく守秘義
務に従って相談者の秘密を守って対応する。

ウ　「○○クリニック」の医師への相談
　従業員及び管理監督者は、当社と契約している「○○ク
リニック」の医師に相談することができる。相談に当たっ
ては、電話０××―×××―××××で当社社員であるこ
とを告げ、相談の予約をすること。１回目の相談は無料で
あるが、それ以降の相談は有料（保険診療または自費）と
なる。「○○クリニック」の医師への相談内容は原則として
秘密にされるが、健康管理上の目的のために、本人の了解
を得たうえで、当該管理監督者や産業医などがクリニック
の医師から必要な情報を得ることができる。

エ　人事労務管理担当者への相談
　必要な場合には、従業員及び管理監督者は自らの心の健
康問題について、人事労務管理担当者に相談することがで
きる。
　人事労務管理担当者は、管理監督者、産業医、当社と契
約している「○○クリニック」の医師と相談しながら、従
業員や管理監督者に対して助言や指示を行う。人事労務管

理担当者は、相談者本人や管理監督者が相談した場合には
その当該従業員に相談したことによって不利益が発生しな
いよう配慮する。

●4　個人のプライバシー及び不利益取扱いへの配慮

　職場環境等の評価のための調査やストレスチェックを実施
するに当たっては、個人のプライバシーの保護に留意する。
また、従業員からの相談対応に当たった者及びストレスチェ
ックの実施事務従事者は、そこで知り得た個人情報の取扱い
に当たっては、関連する法令及び社内規程を遵守し、正当な
理由なく他に漏らしてはならない。
　ストレスチェックに携わる全ての者は、ストレスチェック
や面接指導の受検有無や結果提供の不同意等を理由とした不
利益取扱いを行ってはならない。

●5　心の健康づくりのための目標及び評価

　効果的な心の健康づくりを進めるために、以下のとおり、
● 1 の（2）を長期目標とし、これを実現するために年次目
標を設定するとともに、その目標の達成状況について評価を
行うこととする。

心の健康づくりの長期目標

心の健康づくりの年次目標

心の健康づくり活動の評価

①　 管理監督者を含む従業員全員が心の健康問題について理解し、心の健康づくりにおけるそれぞれの役割を果
たせるようにする。

②　円滑なコミュニケーションの推進により活気ある職場づくりを行う。
③　管理監督者を含む従業員全員の職場環境による心の健康問題を発生させない。
④　ストレスチェック制度の定着・浸透を図る。

① 　教育研修への管理監督者の参加率を90％以上とする。
②　 産業保健スタッフ及び「○○クリニック」医師への早い段階での相談を増やす ( 連絡会議を開催し、産業医

及び「○○クリニック」医師の面接指導内容の集計等から評価する )。
③　ストレスチェックの集団分析結果の総合健康リスクを10 ポイント低減させる。

①　 管理監督者が、心の健康づくり計画の方針と体制を理解し、部下からの相談対応の基本的技術を修得する。
②　 産業保健スタッフ及び「○○クリニック」医師による従業員からの相談対応が円滑に行われる体制を整える。

　また、この目標を達成するために、以下のような取組みを実施する。
○ 　管理監督者全員に対して、職場のメンタルヘルスに関する教育・研修を実施する。年間に２回開催し、
第１回目は心の健康づくりの方針と計画の内容を徹底して周知する。第２回目は、部下からの相談の対
応方法、話の聴き方について研修を実施する。
○ 　産業保健スタッフ及び「○○クリニック」医師への相談について、従業員向けのパンフレットを作成
して配布するとともに、社内報などにより利用方法を周知する。

○ 　ストレスチェックの集団分析結果に基づく職場環境改善の取組みに着手する。部署単位での良好な取
組みの表彰等、社内での水平展開を図る。
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に該当するかどうかを確認するため、ストレスチェック
結果は人事労務部門に伝えられる。また、面接指導の結果
についても同様であるが、いずれの情報も面接指導実施
や面接指導結果に基づく事後措置の実施に必要な最小限
度の範囲・内容の共有に留めるよう留意するものとする。
集団分析結果については人事労務部門・産業保健スタッ
フ以外には原則として非開示とする。
　職場環境改善を実施する際、情報共有が必要と考えら
れる当該部署関係者等を都度特定し、その対象範囲に限
定して開示するものとする。

 (f)個人情報に関する窓口（質問、苦情、開示請求など）：
実施事務従事者：○○ ○○（人事労務部人事課 安全衛生
担当）
［連絡先］外線0X-XXXX-XXXX、内線YYYY、

メールアドレスjoho@????.co.jp
委託先実施事務従事者：□□ □□（△△健康管理セン
ター 情報管理部）
［連絡先］0X-XXXX-XXXX、

メールアドレスjoho@???.org

●3 問題点の把握及び事業場外資源を活用したメ
ンタルヘルスケアの実施

（1）職場環境等の把握と改善
　ストレスを軽減し、明るい職場づくりを推進するために、
ストレスチェックの集団分析結果等を通じて、職場環境等
の把握と改善を実施する。

ア　管理監督者による職場環境等の把握と改善
　管理監督者は、日常の職場管理や従業員の意見聴取を通
じて、当該職場のストレス要因を把握し、その改善に努め
る。

イ　事業場内産業保健スタッフによる職場環境等の把握と
改善
　ストレスチェック実施者は、職業性ストレス簡易調査票
などの調査票等を用いて職場環境等を評価する。また、事
業場内産業保健スタッフは、必要に応じて面接指導対象者
に追加調査等を実施し、職場環境等を評価、確認する。ま
た、その結果をもとに、管理監督者に職場環境等の改善に
ついて助言し、その実行を支援する。

（2）ストレスチェックの実施
　セルフケアの推進のため、ストレスチェックの機会を提供
する。
　①　従業員は、事業場内産業保健スタッフが提供する各種

ストレスチェックを利用して、自らのストレスを適宜チ
ェックするよう努めるものとする。

　②　従業員は、ストレスチェックの結果に応じて、医師
（産業医）による面接指導または事業場内産業保健スタ
ッフによるストレスに関する保健指導を受ける。

　③　なお、実施に際し、ストレスチェックは従業員本人の
ストレスへの気付きとその対処の支援、及び職場環境の
改善を通じてメンタルヘルス不調となることを未然に防
止する一次予防を目的とし、メンタルヘルス不調者の発
見を一義的な目的としないこと、またストレスチェック
は強要されて受検されるべきものではないこと、ストレ
スチェックや面接指導の受検有無や結果提供の不同意等
を理由とした不利益取扱いを防止すること等の趣旨を十
分周知するものとする。

（3）心の健康づくりに関する教育研修・情報提供
　心の健康づくりの推進のために、関係者に対して教育研
修を実施する。

ア　全従業員向けの教育研修・情報提供
　セルフケア、特にストレスチェックによる一次予防を促
進するため、管理監督者を含む全ての従業員に対して、教
育研修・情報提供を行う。

イ　管理監督者への教育研修・情報提供
　ラインによるケアを促進するため、管理監督者に対して
教育研修・情報提供を行う。

ウ　事業場内産業保健スタッフ等への教育研修・情報提供
ストレスチェック及びその結果に基づく面接指導その

他事業場内産業保健スタッフ等によるケアを促進するた
め、事業場内産業保健スタッフ等に対して、事業場外資源
が実施する研修等への参加を含めて教育研修・情報提供の
機会を設ける。事業場内産業保健スタッフ等の職務に応じ
て専門的な事項を含む教育研修、知識修得等の機会の提供
を図る。

（4）事業場外資源を活用した心の健康に関する相談の実施
　心の健康に関する相談体制は以下のとおりとする。
ア　管理監督者への相談
　従業員は、心の健康に問題や不調を感じた場合には所属
職場の管理監督者に相談することができる。
　管理監督者は、従業員の相談に対応し、必要に応じて産
業医、人事労務管理担当者、あるいは当社と契約している
「○○クリニック」の医師に相談するよう勧める。
　管理監督者は、相談対応に当たって、従業員のプライバ
シーに配慮し、従業員から聴いて知った個人情報について
は原則、本人の了解を得た上で他に伝える。

イ　産業保健スタッフへの相談
　従業員はストレスチェック結果に基づく面接指導の他、
自らの心の健康問題について産業保健スタッフに相談する
ことができる。
　管理監督者は部下である従業員の心の健康問題について、
産業保健スタッフに相談することができる。　
　相談は、産業保健スタッフが勤務する社内健康管理室の
開室時間のほか、電子メールでも行うことができる。
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　メンタルヘルス対策の中で、管理監督者の役割は重要です。ここでは、「ラインによるケア」を中
心とした取組み内容を示します。

1.  管理監督者による部下への接し方
（1）「いつもと違う」部下の把握と対応
　ラインによるケアで大切なのは、管理監督者が「いつもと違う」部下に早く気付くことです。「い
つもと違う」という感じをもつのは、部下がそれまでに示してきた行動様式からズレた行動をするか
らです。それまで遅刻をしたことなどなかった部下が遅刻を繰り返したり、無断欠勤をしたりするよ
うになった状態です。その例を次に示しました。速やかな気付きのためには、日頃から部下に関心を
持って接しておき、いつもの行動様式や人間関係の持ち方について知っておくことが必要です。

ラインによるケアとしての取組み内容

「いつもと違う」部下の様子
　○　遅刻、早退、欠勤が増える
　○　休みの連絡がない（無断欠勤がある）
　○　残業、休日出勤が不釣合いに増える
　○　仕事の能率が悪くなる。思考力・判断力が低下する
　○　業務の結果がなかなかでてこない
　○　報告や相談、職場での会話がなくなる（あるいはその逆）
　○　表情に活気がなく、動作にも元気がない（あるいはその逆）
　○　不自然な言動が目立つ
　○　ミスや事故が目立つ
　○　服装が乱れたり、衣服が不潔であったりする
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　「いつもと違う」部下に対しては、管理監督者は職務上何らかの対応をする必要があります。また、
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2.  職場環境等の改善を通じたストレスの軽減
「事業場内メンタルヘルス推進担当者テキスト」（一部改変）

（中央労働災害防止協会 事業場内メンタルヘルス推進担当者テキスト編集委員会編著）平成22年1月

（1）職場環境等へのアプローチのポイント

　「いい仕事をするのに、多少のストレスは必要」と言われるように、新しい課題に挑戦しそれを乗り越える
経験は人を成長させ、また職場の活性化にもつながります。しかし仕事のしにくさからくるストレスは疲労
感を増大させ、達成感もなく、労働者の健康問題だけでなく、生産性の低下や事故にもつながりかねません。
こうしたストレスが職場環境等の改善における改善対象になります。
　職場の照明や温度などの物理環境や作業レイアウトも労働者の心理的なストレスの原因になることがあり
ます。会議の持ち方、情報の流れ方、職場組織の作り方なども労働者のストレスに影響を与えます。職場環
境等の改善を通じたストレス対策では、「職場環境」をより広く捉えることが大事です。
　仕事のストレスに関する代表的な理論である「仕事の要求度－コントロールモデル」では、仕事の要求度
（仕事量や責任など）と仕事のコントロール（自由度や裁量権）のバランス、特に仕事の要求度に見合うよう
に仕事のコントロールを与えることが重要であるとされます。また「努力―報酬不均衡モデル」では、仕事
上の努力に比べて、ねぎらいがない、あるいは将来が不安定だなど心理的な報酬が少ない場合にストレスフ
ルになるとしています。長時間労働や過大な作業量を避けることに加えて、作業の量や責任に見合うような
裁量権や報酬をもらえるようにすることも職場環境等の改善の方法の一つになります。
　このほか、アメリカ国立労働安全衛生研究所(NIOSH)は、次のとおり職場環境等の改善を通じたストレス
対策のポイントを挙げています。

①　過大あるいは過小な仕事量を避け、仕事量に合わせた作業ペースの調整ができること
②　労働者の社会生活に合わせて勤務形態の配慮がなされていること
③　仕事の役割や責任が明確であること
④　仕事の将来や昇進・昇級の機会が明確であること
⑤　職場でよい人間関係が保たれていること
⑥　仕事の意義が明確にされ、やる気を刺激し、労働者の技術を活用するようにデザインされていること
⑦　職場での意志決定への参加の機会があること

　しかし目に見えない仕事のストレスの対策は、どこから手をつけていいかわかりにくいものです。むしろ
職場のメンバーが感じている働きにくさに注目することや、職場のレイアウトや物理的環境の改善から着手
することが、仕事のストレスの改善に効果的な場合が多くあります。

（2）職場環境等の改善の５つのステップ
　職場環境等の改善には、専門家の指導、職場上司や労働者による自主的活動など、さまざまな進め方があ
ります。職場環境等の改善においては、産業医や衛生管理者などの産業保健スタッフだけでなく、人事・労
務担当者、管理監督者、労働者に参加してもらうことで効果的に対策が実施できます。効果的な職場環境等
の改善の手順について整理すると、以下のようになります。
ステップ１．職場環境等の評価
　職場環境等の改善に当たっては、まず職場ごとのストレス要因の現状を知る必要があります。管理監督者
による日常的な観察や、産業保健スタッフによる職場巡視、労働者からのヒアリング結果なども手がかりに
なります。また、ストレスチェック結果の集団ごとの分析結果から得られる「仕事のストレス判定図」では、
ストレス調査により職場単位でのストレスを数値化することができます。
ステップ２．職場環境等のための組織づくり
　職場環境等の改善を実施するためには、産業医や衛生管理者などの産業保健スタッフだけではなく、改善
を実施しようとする職場の責任者（上司）の理解と協力が必要です。このためにまず職場環境等の評価結果
を上司に説明し、職場環境等の改善への協力を依頼します。できれば主体的に関わってもらえるよう動機づ
けできるとよいでしょう。上司向けに職場環境等の評価と改善に関する教育研修などを実施することが必要
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になることもあります。こうした関係者で職場環境等の改善の企画・推進を行うワーキンググループを組織
します。産業保健スタッフと上司だけでなく人事・労務担当者が参加することも効果的な場合があります。さ
らに職場環境等の効果的な推進のために、その職場の労働者からも代表者を選んで参加してもらうとよいで
しょう。
ステップ３．改善計画の立案
　ストレスチェック結果の集団ごとの分析結果や職場巡視の結果をもとにして、職場の管理監督者や労働者
の意見を聴き、ストレス要因となっている可能性のある問題をできるだけ具体的にリストアップします。例
えばこれを職場の物理環境、作業内容、職場組織などに分類することも有用です。リストアップされた問題
に対して、関係者が議論したり、労働者参加型のグループ討議などを行い、改善計画をたてます。また改善
計画の立案を支援するために「職場環境改善のためのヒント集」（メンタルヘルスアクションチェックリスト）
やメンタルヘルス改善意識調査票(MIRROR)、快適職場調査などのツールも開発されています。
ステップ４．対策の実施

状況を定期的に確認します。対策を実施することが労働者に負担になったり、あるいは対策が途中で立ち消
えになっていたりすることもあるので、対策が円滑に推進されているかを継続的に観察する必要があります。

ステップ５．改善の効果評価
　改善が完了したら、その効果を評価します。効果評価には、２種類あります。プロセスの評価では、対策
が計画どおり実施されたかどうか、計画どおり実施されていなければ何が障害になったかについて、数値で、
あるいは事例などの質的な情報から評価します。アウトカムの評価では、目的となる指標が改善したかどう
かに注目します。例えば対策の前後でストレス調査の結果や健康診断などの健康情報を比較するなどの方法
があります。職場環境改善が医療費や疾病休業の軽減に効果を示すには数年以上かかるため、効果評価は急
ぎすぎず、対策の継続が重要です。

メンタルヘルス対策のための職場環境等の改善の流れ

ステップ ステップの内容 ポイント
ステップ１ 職場環境等の評価 現状調査を行う。 ストレスチェック結果を活用

した仕事のストレス判定図
などが利用できる。

↓
ステップ２ 職場環境等のため

の組織づくり
当該職場の上司、産業保健スタ
ッフを含めた職場環境等の改
善のためのチームを編成する。
必要に応じて上司に教育研修
を提供することも。

事業場の心の健康づくり計
画や（安全）衛生委員会と連
携することが重要

↓
ステップ３
(PLAN)

改善計画の立案 産業保健スタッフ等、管理監督
者、従業員が参加して討議を行
い、職場環境等の改善計画を検
討する。

ヒント集、MIRRORなどの
ツールを使用したグループ
ワーク研修を実施する。

↓
ステップ４
(DO)

対策の実施 決定された改善計画を実施し、

↓
ステップ５
(CHECK & ACT)

改善の効果評価と
改善活動の継続

現状調査を再度実施し、改善が
なされたかどうか確認する。十
分な改善がみられない点につい
て計画を見直し、実施する。

効果評価には、仕事のストレ
ス判定図などが利用できる。
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2.  職場環境等の改善を通じたストレスの軽減
「事業場内メンタルヘルス推進担当者テキスト」（一部改変）
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労働者の心の健康の保持増進のための指針
平成18年   ３月 31日　健康保持増進のための指針公示第3号

　改正　平成27年11月 30日　健康保持増進のための指針公示第6号

１　趣旨
　労働者の受けるストレスは拡大する傾向にあり、仕事に関
して強い不安やストレスを感じている労働者が半数を超える
状況にある。また、精神障害等に係る労災補償状況をみると、
請求件数、認定件数とも近年、増加傾向にある。このような
中で、心の健康問題が労働者、その家族、事業場及び社会に
与える影響は、今日、ますます大きくなっている。事業場に
おいて、より積極的に心の健康の保持増進を図ることは、労
働者とその家族の幸せを確保するとともに、我が国社会の健
全な発展という観点からも、非常に重要な課題となっている。
　本指針は、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第
70条の2第1項の規定に基づき、同法第69条第1項の措
置の適切かつ有効な実施を図るための指針として、事業場に
おいて事業者が講ずる労働者の心の健康の保持増進のための
措置（以下「メンタルヘルスケア」という。）が適切かつ有
効に実施されるよう、メンタルヘルスケアの原則的な実施方
法について定めるものである。
　事業者は、本指針に基づき、各事業場の実態に即した形で、
ストレスチェック制度を含めたメンタルヘルスケアの実施に
積極的に取り組むことが望ましい。

２　メンタルヘルスケアの基本的考え方
　ストレスの原因となる要因（以下「ストレス要因」とい
う。）は、仕事、職業生活、家庭、地域等に存在している。心
の健康づくりは、労働者自身が、ストレスに気づき、これに
対処すること（セルフケア）の必要性を認識することが重要
である。
　しかし、職場に存在するストレス要因は、労働者自身の力
だけでは取り除くことができないものもあることから、労働
者の心の健康づくりを推進していくためには、職場環境の改
善も含め、事業者によるメンタルヘルスケアの積極的推進が
重要であり、労働の場における組織的かつ計画的な対策の実
施は、大きな役割を果たすものである。
　このため、事業者は、以下に定めるところにより、自らが
ストレスチェック制度を含めた事業場におけるメンタルヘル
スケアを積極的に推進することを表明するとともに、衛生委
員会又は安全衛生委員会（以下「衛生委員会等」という。）に
おいて十分調査審議を行い、メンタルヘルスケアに関する事
業場の現状とその問題点を明確にし、その問題点を解決する
具体的な実施事項等についての基本的な計画（以下「心の健
康づくり計画」という。）を策定・実施するとともに、スト
レスチェック制度の実施方法等に関する規程を策定し、制度
の円滑な実施を図る必要がある。また、心の健康づくり計画
の実施に当たっては、ストレスチェック制度の活用や職場環
境等の改善を通じて、メンタルヘルス不調を未然に防止する
「一次予防」、メンタルヘルス不調を早期に発見し、適切な措
置を行う「二次予防」及びメンタルヘルス不調となった労働
者の職場復帰を支援等を行う「三次予防」が円滑に行われる

ようにする必要がある。これらの取組においては、教育研修、
情報提供及び「セルフケア」、「ラインによるケア」、「事業場
内産業保健スタッフ等によるケア」並びに「事業場外資源に
よるケア」の4つのメンタルヘルスケアが継続的かつ計画的
に行われるようにすることが重要である。
　さらに、事業者は、メンタルヘルスケアを推進するに当た
って、次の事項に留意することが重要である。

①　心の健康問題の特性
　心の健康については、客観的な測定方法が十分確立して
おらず、その評価には労働者本人から心身の状況に関する
情報を取得する必要があり、さらに、心の健康問題の発生過
程には個人差が大きく、そのプロセスの把握が難しい。また、
心の健康は、すべての労働者に関わることであり、すべて
の労働者が心の問題を抱える可能性があるにもかかわらず、
心の健康問題を抱える労働者に対して、健康問題以外の観
点から評価が行われる傾向が強いという問題や、心の健康
問題自体についての誤解や偏見等解決すべき問題が存在し
ている。

②　労働者の個人情報の保護への配慮
　メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報を含
む労働者の個人情報の保護及び労働者の意思の尊重に留意す
ることが重要である。心の健康に関する情報の収集及び利用
に当たっての、労働者の個人情報の保護への配慮は、労働者
が安心してメンタルヘルスケアに参加できること、ひいては
メンタルヘルスケアがより効果的に推進されるための条件で
ある。

③　人事労務管理との関係
　労働者の心の健康は、職場配置、人事異動、職場の組織等
の人事労務管理と密接に関係する要因によって、大きな影響
を受ける。メンタルヘルスケアは、人事労務管理と連携しな
ければ、適切に進まない場合が多い。

④　家庭・個人生活等の職場以外の問題
　心の健康問題は、職場のストレス要因のみならず家庭・個
人生活等の職場外のストレス要因の影響を受けている場合も
多い。また、個人の要因等も心の健康問題に影響を与え、こ
れらは複雑に関係し、相互に影響し合う場合が多い。

３　衛生委員会等における調査審議
　メンタルヘルスケアの推進に当たっては、事業者が労働者
等の意見を聴きつつ事業場の実態に即した取組を行うことが
必要である。また、心の健康問題に適切に対処するためには、
産業医等の助言を求めることも必要である。このためにも、
労使、産業医、衛生管理者等で構成される衛生委員会等を活
用することが効果的である。労働安全衛生規則（昭和47年
労働省令第32号）第22条において、衛生委員会の付議事
項として「労働者の精神的健康の保持増進を図るための対策
の樹立に関すること」が規定されており、4に掲げる心の健
康づくり計画の策定はもとより、その実施体制の整備等の具
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体的な実施方策や個人情報の保護に関する規程等の策定等に
当たっては、衛生委員会等において十分調査審議を行うこと
が必要である。
　また、ストレスチェック制度に関しては、心理的な負担の
程度を把握するための検査及び面接指導の実施並びに面接指
導結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針（平成27
年4月15日心理的な負担の程度を把握するための検査等指
針公示第1号。以下「ストレスチェック指針」という。）に
より、衛生委員会等においてストレスチェックの実施方法等
について調査審議を行い、その結果を踏まえてストレスチェ
ック制度の実施に関する規程を定めることとされていること
から、ストレスチェック制度に関する調査審議とメンタルヘ
ルスケアに関する調査審議を関連付けて行うことが望ましい。
　なお、衛生委員会等の設置義務のない小規模事業場にお
いても、4に掲げる心の健康づくり計画及びストレスチェッ
ク制度の実施に関する規程の策定並びにこれらの実施に当た
っては、労働者の意見が反映されるようにすることが必要で
ある。

４　心の健康づくり計画
　メンタルヘルスケアは、中長期的視点に立って、継続的か
つ計画的に行われるようにすることが重要であり、また、そ
の推進に当たっては、事業者が労働者の意見を聴きつつ事
業場の実態に則した取組を行うことが必要である。このため、
事業者は、3に掲げるとおり衛生委員会等において十分調査
審議を行い、心の健康づくり計画を策定することが必要であ
る。心の健康づくり計画は、各事業場における労働安全衛生
に関する計画の中に位置付けることが望ましい。
　メンタルヘルスケアを効果的に推進するためには、心の健
康づくり計画の中で、事業者自らが事業場におけるメンタル
ヘルスケアを積極的に推進することを表明するとともに、そ
の実施体制を確立する必要がある。心の健康づくり計画の実
施においては、実施状況等を適切に評価し、評価結果に基づ
き必要な改善を行うことにより、メンタルヘルスケアの一層
の充実・向上に努めることが望ましい。心の健康づくり計画
で定めるべき事項は次に掲げるとおりである。
①　事業者がメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表
明に関すること。

②　事業場における心の健康づくりの体制の整備に関する
こと。

③　事業場における問題点の把握及びメンタルヘルスケアの
実施に関すること。

④　メンタルヘルスケアを行うために必要な人材の確保及び
事業場外資源の活用に関すること。

⑤　労働者の健康情報の保護に関すること。
⑥　心の健康づくり計画の実施状況の評価及び計画の見直し
に関すること。

⑦　その他労働者の心の健康づくりに必要な措置に関する
こと。

　なお、ストレスチェック制度は、各事業場の実情に即して
実施されるメンタルヘルスケアに関する一次予防から三次予
防までの総合的な取組の中に位置付けることが重要であるこ
とから、心の健康づくり計画において、その位置付けを明確
にすることが望ましい。また、ストレスチェック制度の実施
に関する規程の策定を心の健康づくり計画の一部として行っ
ても差し支えない。

５　4つのメンタルヘルスケアの推進
　メンタルヘルスケアは、労働者自身がストレスや心の健康
について理解し、自らのストレスを予防、軽減するあるいは
これに対処する「セルフケア」、労働者と日常的に接する管
理監督者が、心の健康に関して職場環境等の改善や労働者に
対する相談対応を行う「ラインによるケア」、事業場内の産
業医等事業場内産業保健スタッフ等が、事業場の心の健康づ
くり対策の提言を行うとともに、その推進を担い、また、労
働者及び管理監督者を支援する「事業場内産業保健スタッフ
等によるケア」及び事業場外の機関及び専門家を活用し、そ
の支援を受ける「事業場外資源によるケア」の4つのケアが
継続的かつ計画的に行われることが重要である。

　（1）セルフケア
　心の健康づくりを推進するためには、労働者自身がストレ
スに気づき、これに対処するための知識、方法を身につけ、
それを実施することが重要である。ストレスに気づくために
は、労働者がストレス要因に対するストレス反応や心の健康
について理解するとともに、自らのストレスや心の健康状態
について正しく認識できるようにする必要がある。
　このため、事業者は、労働者に対して、6（1）アに掲げ
るセルフケアに関する教育研修、情報提供を行い、心の健康
に関する理解の普及を図るものとする。また、6（3）に掲
げるところにより相談体制の整備を図り、労働者自身が管理
監督者や事業場内産業保健スタッフ等に自発的に相談しやす
い環境を整えるものとする。
　また、ストレスへの気付きを促すためには、ストレスチェ
ック制度によるストレスチェックの実施が重要であり、特別
の理由がない限り、すべての労働者がストレスチェックを受
けることが望ましい。
　さらに、ストレスへの気付きのためには、ストレスチェッ
クとは別に、随時、セルフチェックを行う機会を提供するこ
とも効果的である。
　また、管理監督者にとってもセルフケアは重要であり、事
業者は、セルフケアの対象者として管理監督者も含めるもの
とする。

　（2）ラインによるケア
　管理監督者は、部下である労働者の状況を日常的に把握し
ており、また、個々の職場における具体的なストレス要因を
把握し、その改善を図ることができる立場にあることから、6
（2）に掲げる職場環境等の把握と改善、6（3）に掲げる労
働者からの相談対応を行うことが必要である。
　このため、事業者は、管理監督者に対して、6（1）イに
掲げるラインによるケアに関する教育研修、情報提供を行う
ものとする。
　なお、業務を一時的なプロジェクト体制で実施する等、通
常のラインによるケアが困難な業務形態にある場合には、実
務において指揮命令系統の上位にいる者等によりケアが行わ
れる体制を整えるなど、ラインによるケアと同等のケアが確
実に実施されるようにするものとする。

（3）事業場内産業保健スタッフ等によるケア
　事業場内産業保健スタッフ等は、セルフケア及びラインに
よるケアが効果的に実施されるよう、労働者及び管理監督者
に対する支援を行うとともに、心の健康づくり計画に基づく
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労働者の心の健康の保持増進のための指針
平成18年   ３月 31日　健康保持増進のための指針公示第3号

　改正　平成27年11月 30日　健康保持増進のための指針公示第6号

１　趣旨
　労働者の受けるストレスは拡大する傾向にあり、仕事に関
して強い不安やストレスを感じている労働者が半数を超える
状況にある。また、精神障害等に係る労災補償状況をみると、
請求件数、認定件数とも近年、増加傾向にある。このような
中で、心の健康問題が労働者、その家族、事業場及び社会に
与える影響は、今日、ますます大きくなっている。事業場に
おいて、より積極的に心の健康の保持増進を図ることは、労
働者とその家族の幸せを確保するとともに、我が国社会の健
全な発展という観点からも、非常に重要な課題となっている。
　本指針は、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第
70条の2第1項の規定に基づき、同法第69条第1項の措
置の適切かつ有効な実施を図るための指針として、事業場に
おいて事業者が講ずる労働者の心の健康の保持増進のための
措置（以下「メンタルヘルスケア」という。）が適切かつ有
効に実施されるよう、メンタルヘルスケアの原則的な実施方
法について定めるものである。
　事業者は、本指針に基づき、各事業場の実態に即した形で、
ストレスチェック制度を含めたメンタルヘルスケアの実施に
積極的に取り組むことが望ましい。

２　メンタルヘルスケアの基本的考え方
　ストレスの原因となる要因（以下「ストレス要因」とい
う。）は、仕事、職業生活、家庭、地域等に存在している。心
の健康づくりは、労働者自身が、ストレスに気づき、これに
対処すること（セルフケア）の必要性を認識することが重要
である。
　しかし、職場に存在するストレス要因は、労働者自身の力
だけでは取り除くことができないものもあることから、労働
者の心の健康づくりを推進していくためには、職場環境の改
善も含め、事業者によるメンタルヘルスケアの積極的推進が
重要であり、労働の場における組織的かつ計画的な対策の実
施は、大きな役割を果たすものである。
　このため、事業者は、以下に定めるところにより、自らが
ストレスチェック制度を含めた事業場におけるメンタルヘル
スケアを積極的に推進することを表明するとともに、衛生委
員会又は安全衛生委員会（以下「衛生委員会等」という。）に
おいて十分調査審議を行い、メンタルヘルスケアに関する事
業場の現状とその問題点を明確にし、その問題点を解決する
具体的な実施事項等についての基本的な計画（以下「心の健
康づくり計画」という。）を策定・実施するとともに、スト
レスチェック制度の実施方法等に関する規程を策定し、制度
の円滑な実施を図る必要がある。また、心の健康づくり計画
の実施に当たっては、ストレスチェック制度の活用や職場環
境等の改善を通じて、メンタルヘルス不調を未然に防止する
「一次予防」、メンタルヘルス不調を早期に発見し、適切な措
置を行う「二次予防」及びメンタルヘルス不調となった労働
者の職場復帰を支援等を行う「三次予防」が円滑に行われる

ようにする必要がある。これらの取組においては、教育研修、
情報提供及び「セルフケア」、「ラインによるケア」、「事業場
内産業保健スタッフ等によるケア」並びに「事業場外資源に
よるケア」の4つのメンタルヘルスケアが継続的かつ計画的
に行われるようにすることが重要である。
　さらに、事業者は、メンタルヘルスケアを推進するに当た
って、次の事項に留意することが重要である。

①　心の健康問題の特性
　心の健康については、客観的な測定方法が十分確立して
おらず、その評価には労働者本人から心身の状況に関する
情報を取得する必要があり、さらに、心の健康問題の発生過
程には個人差が大きく、そのプロセスの把握が難しい。また、
心の健康は、すべての労働者に関わることであり、すべて
の労働者が心の問題を抱える可能性があるにもかかわらず、
心の健康問題を抱える労働者に対して、健康問題以外の観
点から評価が行われる傾向が強いという問題や、心の健康
問題自体についての誤解や偏見等解決すべき問題が存在し
ている。

②　労働者の個人情報の保護への配慮
　メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報を含
む労働者の個人情報の保護及び労働者の意思の尊重に留意す
ることが重要である。心の健康に関する情報の収集及び利用
に当たっての、労働者の個人情報の保護への配慮は、労働者
が安心してメンタルヘルスケアに参加できること、ひいては
メンタルヘルスケアがより効果的に推進されるための条件で
ある。

③　人事労務管理との関係
　労働者の心の健康は、職場配置、人事異動、職場の組織等
の人事労務管理と密接に関係する要因によって、大きな影響
を受ける。メンタルヘルスケアは、人事労務管理と連携しな
ければ、適切に進まない場合が多い。

④　家庭・個人生活等の職場以外の問題
　心の健康問題は、職場のストレス要因のみならず家庭・個
人生活等の職場外のストレス要因の影響を受けている場合も
多い。また、個人の要因等も心の健康問題に影響を与え、こ
れらは複雑に関係し、相互に影響し合う場合が多い。

３　衛生委員会等における調査審議
　メンタルヘルスケアの推進に当たっては、事業者が労働者
等の意見を聴きつつ事業場の実態に即した取組を行うことが
必要である。また、心の健康問題に適切に対処するためには、
産業医等の助言を求めることも必要である。このためにも、
労使、産業医、衛生管理者等で構成される衛生委員会等を活
用することが効果的である。労働安全衛生規則（昭和47年
労働省令第32号）第22条において、衛生委員会の付議事
項として「労働者の精神的健康の保持増進を図るための対策
の樹立に関すること」が規定されており、4に掲げる心の健
康づくり計画の策定はもとより、その実施体制の整備等の具
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具体的なメンタルヘルスケアの実施に関する企画立案、メン
タルヘルスに関する個人の健康情報の取扱い、事業場外資源
とのネットワークの形成やその窓口となること等、心の健
康づくり計画の実施に当たり、中心的な役割を果たすもの
である。
　このため、事業者は、事業場内産業保健スタッフ等による
ケアに関して、次の措置を講じるものとする。
①　6（1）ウに掲げる職務に応じた専門的な事項を含む教
育研修、知識修得等の機会の提供を図ること。

②　メンタルヘルスケアに関する方針を明示し、実施すべき
事項を委嘱又は指示すること。

③　6（3）に掲げる事業場内産業保健スタッフ等が、労働者
の自発的相談やストレスチェック結果の通知を受けた労働
者からの相談等を受けることができる制度及び体制を、そ
れぞれの事業場内の実態に応じて整えること。

④　産業医等の助言、指導等を得ながら事業場のメンタルヘ
ルスケアの推進の実務を担当する事業場内メンタルヘルス
推進担当者を、事業場内産業保健スタッフ等の中から選任
するよう努めること。事業場内メンタルヘルス推進担当者
としては、衛生管理者等や常勤の保健師等から選任するこ
とが望ましいこと。ただし、事業場内メンタルヘルス推進
担当者は、労働者のメンタルヘルスに関する個人情報を取
り扱うことから、労働者について解雇、昇進又は異動に関
して直接の権限を持つ監督的地位にある者（以下「人事権
を有する者」という。）を選任することは適当でないこと。
なお、ストレスチェック制度においては、労働安全衛生規
則第52条の10第2項により、ストレスチェックを受け
る労働者について人事権を有する者は、ストレスチェック
の実施の事務に従事してはならないこととされていること
に留意すること。

⑤　一定規模以上の事業場にあっては、事業場内に又は企業
内に、心の健康づくり専門スタッフや保健師等を確保し、
活用することが望ましいこと。

　　なお、事業者は心の健康問題を有する労働者に対する就業
上の配慮について、事業場内産業保健スタッフ等に意見を求
め、また、これを尊重するものとする。

　　メンタルヘルスケアに関するそれぞれの事業場内産業保健
スタッフ等の役割は、主として以下のとおりである。なお、
以下に掲げるもののほか、ストレスチェック制度における事
業場内産業保健スタッフ等の役割については、ストレスチェ
ック指針によることとする。
ア　産業医等
　産業医等は、労働者の健康管理等を職務として担う者であ
るという面から、事業場の心の健康づくり計画の策定に助言、
指導等を行い、これに基づく対策の実施状況を把握する。ま
た、専門的な立場から、セルフケア及びラインによるケアを
支援し、教育研修の企画及び実施、情報の収集及び提供、助
言及び指導等を行う。就業上の配慮が必要な場合には、事業
者に必要な意見を述べる。専門的な相談・対応が必要な事例
については、事業場外資源との連絡調整に、専門的な立場か
ら関わる。さらに、ストレスチェック制度及び長時間労働者
等に対する面接指導等の実施並びにメンタルヘルスに関する
個人の健康情報の保護についても中心的役割を果たすことが
望ましい。
イ　衛生管理者等
　衛生管理者等は、心の健康づくり計画に基づき、産業医等

の助言、指導等を踏まえて、具体的な教育研修の企画及び実
施、職場環境等の評価と改善、心の健康に関する相談ができ
る雰囲気や体制づくりを行う。またセルフケア及びラインに
よるケアを支援し、その実施状況を把握するとともに、産業
医等と連携しながら事業場外資源との連絡調整に当たること
が効果的である。
ウ　保健師等
　衛生管理者以外の保健師等は、産業医等及び衛生管理者等
と協力しながら、セルフケア及びラインによるケアを支援し、
教育研修の企画・実施、職場環境等の評価と改善、労働者及
び管理監督者からの相談対応、保健指導等に当たる。
エ　心の健康づくり専門スタッフ
　事業場内に心の健康づくり専門スタッフがいる場合には、
事業場内産業保健スタッフと協力しながら、教育研修の企
画・実施、職場環境等の評価と改善、労働者及び管理監督者
からの専門的な相談対応等に当たるとともに、当該スタッフ
の専門によっては、事業者への専門的立場からの助言等を行
うことも有効である。
オ　人事労務管理スタッフ
　人事労務管理スタッフは、管理監督者だけでは解決できな
い職場配置、人事異動、職場の組織等の人事労務管理が心の
健康に及ぼしている具体的な影響を把握し、労働時間等の労
働条件の改善及び適正配置に配慮する。

　（4）事業場外資源によるケア
　メンタルヘルスケアを行う上では、事業場が抱える問題や
求めるサービスに応じて、メンタルヘルスケアに関し専門的
な知識を有する各種の事業場外資源の支援を活用することが
有効である。また、労働者が事業場内での相談等を望まない
ような場合にも、事業場外資源を活用することが効果的であ
る。ただし、事業場外資源を活用する場合は、メンタルヘル
スケアに関するサービスが適切に実施できる体制や、情報管
理が適切に行われる体制が整備されているか等について、事
前に確認することが望ましい。
　また、事業場外資源の活用にあたっては、これに依存する
ことにより事業者がメンタルヘルスケアの推進について主体
性を失わないよう留意すべきである。このため、事業者は、
メンタルヘルスケアに関する専門的な知識、情報等が必要な
場合は、事業場内産業保健スタッフ等が窓口となって、適切
な事業場外資源から必要な情報提供や助言を受けるなど円滑
な連携を図るよう努めるものとする。また、必要に応じて労
働者を速やかに事業場外の医療機関及び地域保健機関に紹介
するためのネットワークを日頃から形成しておくものとする。
　特に、小規模事業場においては、9に掲げるとおり、必要
に応じて産業保健総合支援センターの地域窓口（地域産業保
健センター）等の事業場外資源を活用することが有効である。

６　メンタルヘルスケアの具体的進め方
　メンタルヘルスケアは、5に掲げる4つのケアを継続的か
つ計画的に実施することが基本であるが、具体的な推進に当
たっては、事業場内の関係者が相互に連携し、以下の取組を
積極的に推進することが効果的である。

　（1）メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・情報
　　　提供

　　事業者は、4つのケアが適切に実施されるよう、以下に
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掲げるところにより、それぞれの職務に応じ、メンタルヘル
スケアの推進に関する教育研修・情報提供を行うよう努める
ものとする。この際には、必要に応じて事業場外資源が実施
する研修等への参加についても配慮するものとする。
　なお、労働者や管理監督者に対する教育研修を円滑に実施
するため、事業場内に教育研修担当者を計画的に育成するこ
とも有効である。
ア　労働者への教育研修・情報提供
　事業者は、セルフケアを促進するため、管理監督者を含む
全ての労働者に対して、次に掲げる項目等を内容とする教育
研修、情報提供を行うものとする。
①　メンタルヘルスケアに関する事業場の方針
②　ストレス及びメンタルヘルスケアに関する基礎知識
③　セルフケアの重要性及び心の健康問題に対する正しい
態度

④　ストレスへの気づき方
⑤　ストレスの予防、軽減及びストレスへの対処の方法
⑥　自発的な相談の有用性
⑦　事業場内の相談先及び事業場外資源に関する情報

イ　管理監督者への教育研修・情報提供
　事業者は、ラインによるケアを促進するため、管理監督者
に対して、次に掲げる項目等を内容とする教育研修、情報提
供を行うものとする。
①　メンタルヘルスケアに関する事業場の方針
②　職場でメンタルヘルスケアを行う意義
③　ストレス及びメンタルヘルスケアに関する基礎知識
④　管理監督者の役割及び心の健康問題に対する正しい態度
⑤　職場環境等の評価及び改善の方法
⑥　労働者からの相談対応（話の聴き方、情報提供及び助言
の方法等）

⑦　心の健康問題により休業した者の職場復帰への支援の
方法

⑧　事業場内産業保健スタッフ等との連携及びこれを通じた
事業場外資源との連携の方法

⑨　セルフケアの方法
⑩　事業場内の相談先及び事業場外資源に関する情報
⑪　健康情報を含む労働者の個人情報の保護等

ウ　事業場内産業保健スタッフ等への教育研修・情報提供
　事業者は、事業場内産業保健スタッフ等によるケアを促進
するため、事業場内産業保健スタッフ等に対して、次に掲げ
る項目等を内容とする教育研修、情報提供を行うものとする。
　また、産業医、衛生管理者、事業場内メンタルヘルス推進
担当者、保健師等、各事業場内産業保健スタッフ等の職務に
応じて専門的な事項を含む教育研修、知識修得等の機会の提
供を図るものとする。
①　メンタルヘルスケアに関する事業場の方針
②　職場でメンタルヘルスケアを行う意義
③　ストレス及びメンタルヘルスケアに関する基礎知識
④　事業場内産業保健スタッフ等の役割及び心の健康問題に
対する正しい態度

⑤　職場環境等の評価及び改善の方法
⑥　労働者からの相談対応（話の聴き方、情報提供及び助言
の方法等）

⑦　職場復帰及び職場適応の支援、指導の方法
⑧　事業場外資源との連携（ネットワークの形成）の方法
⑨　教育研修の方法

⑩　事業場外資源の紹介及び利用勧奨の方法
⑪　事業場の心の健康づくり計画及び体制づくりの方法
⑫　セルフケアの方法
⑬　ラインによるケアの方法
⑭　事業場内の相談先及び事業場外資源に関する情報
⑮　健康情報を含む労働者の個人情報の保護等

　（2）職場環境等の把握と改善
　労働者の心の健康には、作業環境、作業方法、労働者の心
身の疲労の回復を図るための施設及び設備等、職場生活で必
要となる施設及び設備等、労働時間、仕事の量と質、パワー
ハラスメントやセクシュアルハラスメント等職場内のハラス
メントを含む職場の人間関係、職場の組織及び人事労務管理
体制、職場の文化や風土等の職場環境等が影響を与えるもの
であり、職場レイアウト、作業方法、コミュニケーション、
職場組織の改善などを通じた職場環境等の改善は、労働者の
心の健康の保持増進に効果的であるとされている。このため、
事業者は、メンタルヘルス不調の未然防止を図る観点から職
場環境等の改善に積極的に取り組むものとする。また、事業
者は、衛生委員会等における調査審議や策定した心の健康づ
くり計画を踏まえ、管理監督者や事業場内産業保健スタッフ
等に対し、職場環境等の把握と改善の活動を行いやすい環境
を整備するなどの支援を行うものとする。
ア　職場環境等の評価と問題点の把握
　職場環境等を改善するためには、まず、職場環境等を評価
し、問題点を把握することが必要である。
　このため、事業者は、管理監督者による日常の職場管理や
労働者からの意見聴取の結果を通じ、また、ストレスチェッ
ク結果の集団ごとの分析の結果や面接指導の結果等を活用し
て、職場環境等の具体的問題点を把握するものとする。
　事業場内産業保健スタッフ等は、職場環境等の評価と問題
点の把握において中心的役割を果たすものであり、職場巡視
による観察、労働者及び管理監督者からの聞き取り調査、産
業医、保健師等によるストレスチェック結果の集団ごとの分
析の実施又は集団ごとの分析結果を事業場外資源から入手す
る等により、定期的又は必要に応じて、職場内のストレス要
因を把握し、評価するものとする。
イ　職場環境等の改善
　事業者は、アにより職場環境等を評価し、問題点を把握し
た上で、職場環境のみならず勤務形態や職場組織の見直し等
の様々な観点から職場環境等の改善を行うものとする。具体
的には、事業場内産業保健スタッフ等は、職場環境等の評価
結果に基づき、管理監督者に対してその改善を助言するとと
もに、管理監督者と協力しながらその改善を図り、また、管
理監督者は、労働者の労働の状況を日常的に把握し、個々の
労働者に過度な長時間労働、疲労、ストレス、責任等が生じ
ないようにする等、労働者の能力、適性及び職務内容に合わ
せた配慮を行うことが重要である。
　また、事業者は、その改善の効果を定期的に評価し、効果
が不十分な場合には取組方法を見直す等、対策がより効果的
なものになるように継続的な取組に努めるものとする。これ
らの改善を行う際には、必要に応じて、事業場外資源の助言
及び支援を求めることが望ましい。
　なお、職場環境等の改善に当たっては、労働者の意見を踏
まえる必要があり、労働者が参加して行う職場環境等の改善
手法等を活用することも有効である。
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具体的なメンタルヘルスケアの実施に関する企画立案、メン
タルヘルスに関する個人の健康情報の取扱い、事業場外資源
とのネットワークの形成やその窓口となること等、心の健
康づくり計画の実施に当たり、中心的な役割を果たすもの
である。
　このため、事業者は、事業場内産業保健スタッフ等による
ケアに関して、次の措置を講じるものとする。
①　6（1）ウに掲げる職務に応じた専門的な事項を含む教
育研修、知識修得等の機会の提供を図ること。

②　メンタルヘルスケアに関する方針を明示し、実施すべき
事項を委嘱又は指示すること。

③　6（3）に掲げる事業場内産業保健スタッフ等が、労働者
の自発的相談やストレスチェック結果の通知を受けた労働
者からの相談等を受けることができる制度及び体制を、そ
れぞれの事業場内の実態に応じて整えること。

④　産業医等の助言、指導等を得ながら事業場のメンタルヘ
ルスケアの推進の実務を担当する事業場内メンタルヘルス
推進担当者を、事業場内産業保健スタッフ等の中から選任
するよう努めること。事業場内メンタルヘルス推進担当者
としては、衛生管理者等や常勤の保健師等から選任するこ
とが望ましいこと。ただし、事業場内メンタルヘルス推進
担当者は、労働者のメンタルヘルスに関する個人情報を取
り扱うことから、労働者について解雇、昇進又は異動に関
して直接の権限を持つ監督的地位にある者（以下「人事権
を有する者」という。）を選任することは適当でないこと。
なお、ストレスチェック制度においては、労働安全衛生規
則第52条の10第2項により、ストレスチェックを受け
る労働者について人事権を有する者は、ストレスチェック
の実施の事務に従事してはならないこととされていること
に留意すること。

⑤　一定規模以上の事業場にあっては、事業場内に又は企業
内に、心の健康づくり専門スタッフや保健師等を確保し、
活用することが望ましいこと。

　　なお、事業者は心の健康問題を有する労働者に対する就業
上の配慮について、事業場内産業保健スタッフ等に意見を求
め、また、これを尊重するものとする。

　　メンタルヘルスケアに関するそれぞれの事業場内産業保健
スタッフ等の役割は、主として以下のとおりである。なお、
以下に掲げるもののほか、ストレスチェック制度における事
業場内産業保健スタッフ等の役割については、ストレスチェ
ック指針によることとする。

ア　産業医等
　産業医等は、労働者の健康管理等を職務として担う者であ
るという面から、事業場の心の健康づくり計画の策定に助言、
指導等を行い、これに基づく対策の実施状況を把握する。ま
た、専門的な立場から、セルフケア及びラインによるケアを
支援し、教育研修の企画及び実施、情報の収集及び提供、助
言及び指導等を行う。就業上の配慮が必要な場合には、事業
者に必要な意見を述べる。専門的な相談・対応が必要な事例
については、事業場外資源との連絡調整に、専門的な立場か
ら関わる。さらに、ストレスチェック制度及び長時間労働者
等に対する面接指導等の実施並びにメンタルヘルスに関する
個人の健康情報の保護についても中心的役割を果たすことが
望ましい。
イ　衛生管理者等
　衛生管理者等は、心の健康づくり計画に基づき、産業医等

の助言、指導等を踏まえて、具体的な教育研修の企画及び実
施、職場環境等の評価と改善、心の健康に関する相談ができ
る雰囲気や体制づくりを行う。またセルフケア及びラインに
よるケアを支援し、その実施状況を把握するとともに、産業
医等と連携しながら事業場外資源との連絡調整に当たること
が効果的である。
ウ　保健師等
　衛生管理者以外の保健師等は、産業医等及び衛生管理者等
と協力しながら、セルフケア及びラインによるケアを支援し、
教育研修の企画・実施、職場環境等の評価と改善、労働者及
び管理監督者からの相談対応、保健指導等に当たる。
エ　心の健康づくり専門スタッフ
　事業場内に心の健康づくり専門スタッフがいる場合には、
事業場内産業保健スタッフと協力しながら、教育研修の企
画・実施、職場環境等の評価と改善、労働者及び管理監督者
からの専門的な相談対応等に当たるとともに、当該スタッフ
の専門によっては、事業者への専門的立場からの助言等を行
うことも有効である。
オ　人事労務管理スタッフ
　人事労務管理スタッフは、管理監督者だけでは解決できな
い職場配置、人事異動、職場の組織等の人事労務管理が心の
健康に及ぼしている具体的な影響を把握し、労働時間等の労
働条件の改善及び適正配置に配慮する。

　（4）事業場外資源によるケア
　メンタルヘルスケアを行う上では、事業場が抱える問題や
求めるサービスに応じて、メンタルヘルスケアに関し専門的
な知識を有する各種の事業場外資源の支援を活用することが
有効である。また、労働者が事業場内での相談等を望まない
ような場合にも、事業場外資源を活用することが効果的であ
る。ただし、事業場外資源を活用する場合は、メンタルヘル
スケアに関するサービスが適切に実施できる体制や、情報管
理が適切に行われる体制が整備されているか等について、事
前に確認することが望ましい。
　また、事業場外資源の活用にあたっては、これに依存する
ことにより事業者がメンタルヘルスケアの推進について主体
性を失わないよう留意すべきである。このため、事業者は、
メンタルヘルスケアに関する専門的な知識、情報等が必要な
場合は、事業場内産業保健スタッフ等が窓口となって、適切
な事業場外資源から必要な情報提供や助言を受けるなど円滑
な連携を図るよう努めるものとする。また、必要に応じて労
働者を速やかに事業場外の医療機関及び地域保健機関に紹介
するためのネットワークを日頃から形成しておくものとする。
　特に、小規模事業場においては、9に掲げるとおり、必要
に応じて産業保健総合支援センターの地域窓口（地域産業保
健センター）等の事業場外資源を活用することが有効である。

６　メンタルヘルスケアの具体的進め方
　メンタルヘルスケアは、5に掲げる4つのケアを継続的か
つ計画的に実施することが基本であるが、具体的な推進に当
たっては、事業場内の関係者が相互に連携し、以下の取組を
積極的に推進することが効果的である。

　（1）メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・情報
　　　提供

　　事業者は、4つのケアが適切に実施されるよう、以下に
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　（3）メンタルヘルス不調への気付きと対応
　メンタルヘルスケアにおいては、ストレス要因の除去又は
軽減や労働者のストレス対処などの予防策が重要であるが、
これらの措置を実施したにもかかわらず、万一、メンタルヘ
ルス不調に陥る労働者が発生した場合は、その早期発見と適
切な対応を図る必要がある。
　このため、事業者は、個人情報の保護に十分留意しつつ、労
働者、管理監督者、家族等からの相談に対して適切に対応で
きる体制を整備するものとする。さらに、相談等により把握
した情報を基に、労働者に対して必要な配慮を行うこと、必
要に応じて産業医や事業場外の医療機関につないでいくこと
ができるネットワークを整備するよう努めるものとする。
ア　労働者による自発的な相談とセルフチェック
　事業者は、労働者によるメンタルヘルス不調への気付きを
促進するため、事業場の実態に応じて、その内部に相談に応
ずる体制を整備する、事業場外の相談機関の活用を図る等、
労働者が自ら相談を行えるよう必要な環境整備を行うものと
する。この相談体制については、ストレスチェック結果の通
知を受けた労働者に対して、相談の窓口を広げ、相談しやす
い環境を作るために重要であること。また、5（1）に掲げ
たとおり、ストレスへの気付きのために、随時、セルフチェ
ックを行うことができる機会を提供することも効果的である。
イ　管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等による相談対
　応等
　管理監督者は、日常的に、労働者からの自発的な相談に対
応するよう努める必要がある。特に、長時間労働等により疲
労の蓄積が認められる労働者、強度の心理的負荷を伴う出来
事を経験した労働者、その他特に個別の配慮が必要と思われ
る労働者から、話を聞き、適切な情報を提供し、必要に応じ
事業場内産業保健スタッフ等や事業場外資源への相談や受診
を促すよう努めるものとする。
　事業場内産業保健スタッフ等は、管理監督者と協力し、労
働者の気付きを促して、保健指導、健康相談等を行うととも
に、相談等により把握した情報を基に、必要に応じて事業
場外の医療機関への相談や受診を促すものとする。また、事
業場内産業保健スタッフ等は、管理監督者に対する相談対応、
メンタルヘルスケアについても留意する必要がある。
　なお、心身両面にわたる健康保持増進対策（THP）を推
進している事業場においては、心理相談を通じて、心の健康
に対する労働者の気づきと対処を支援することが重要である。
また、運動指導、保健指導等のTHPにおけるその他の指導
においても、積極的にストレスや心の健康問題を取り上げる
ことが効果的である。
ウ　労働者個人のメンタルヘルス不調を把握する際の留意点
　事業場内産業保健スタッフ等が労働者個人のメンタルヘル
ス不調等の労働者の心の健康に関する情報を把握した場合に
は、本人に対してその結果を提供するとともに、本人の同意
を得て、事業者に対して把握した情報のうち就業上の措置に
必要な情報を提供することが重要であり、事業者は提供を受
けた情報に基づいて必要な配慮を行うことが重要である。た
だし、事業者がストレスチェック結果を含む労働者の心の健
康に関する情報を入手する場合には、労働者本人の同意を得
ることが必要であり、また、事業者は、その情報を、労働者
に対する健康確保上の配慮を行う以外の目的で使用してはな
らない。
　さらに、労働安全衛生法に基づく健康診断、ストレスチェ

ック制度における医師による面接指導及び一定時間を超える
長時間労働を行った労働者に対する医師による面接指導等に
より、労働者のメンタルヘルス不調が認められた場合におけ
る、事業場内産業保健スタッフ等のとるべき対応についてあ
らかじめ明確にしておくことが必要である。
エ　労働者の家族による気づきや支援の促進
　労働者に日常的に接している家族は、労働者がメンタルヘ
ルス不調に陥った際に最初に気づくことが少なくない。また、
治療勧奨、休業中、職場復帰時及び職場復帰後のサポートな
ど、メンタルヘルスケアに大きな役割を果たす。
　このため、事業者は、労働者の家族に対して、ストレスや
メンタルヘルスケアに関する基礎知識、事業場のメンタルヘ
ルス相談窓口等の情報を社内報や健康保険組合の広報誌等を
通じて提供することが望ましい。また、事業者は、事業場に
対して家族から労働者に関する相談があった際には、事業場
内産業保健スタッフ等が窓口となって対応する体制を整備す
るとともに、これを労働者やその家族に周知することが望ま
しい。

　（4）職場復帰における支援
　メンタルヘルス不調により休業した労働者が円滑に職場復
帰し、就業を継続できるようにするため、事業者は、その労
働者に対する支援として、次に掲げる事項を適切に行うもの
とする。
①　衛生委員会等において調査審議し、産業医等の助言を受
けながら職場復帰支援プログラムを策定すること。職場復
帰支援プログラムにおいては、休業の開始から通常業務へ
の復帰に至るまでの一連の標準的な流れを明らかにすると
ともに、それに対応する職場復帰支援の手順、内容及び関
係者の役割等について定めること。

②　職場復帰支援プログラムの実施に関する体制や規程の整
備を行い、労働者に周知を図ること。

③　職場復帰支援プログラムの実施について、組織的かつ計
画的に取り組むこと。

④　労働者の個人情報の保護に十分留意しながら、事業場内
産業保健スタッフ等を中心に労働者、管理監督者がお互い
に十分な理解と協力を行うとともに、労働者の主治医との
連携を図りつつ取り組むこと。

　なお、職場復帰支援における専門的な助言や指導を必要と
する場合には、それぞれの役割に応じた事業場外資源を活用
することも有効である。

７　メンタルヘルスに関する個人情報の保護への配慮
　メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報を含
む労働者の個人情報の保護に配慮することが極めて重要であ
る。メンタルヘルスに関する労働者の個人情報は、健康情報
を含むものであり、その取得、保管、利用等において特に適
切に保護しなければならないが、その一方で、メンタルヘル
ス不調の労働者への対応に当たっては、労働者の上司や同僚
の理解と協力のため、当該情報を適切に活用することが必要
となる場合もある。
　健康情報を含む労働者の個人情報の保護に関しては、個人
情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び関連
する指針等が定められており、個人情報を事業の用に供する
個人情報取扱事業者に対して、個人情報の利用目的の公表や
通知、目的外の取扱いの制限、安全管理措置、第三者提供の
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制限などを義務づけている。また、個人情報取扱事業者以外
の事業者であって健康情報を取り扱う者は、健康情報が特に
適正な取扱いの厳格な実施を確保すべきものであることに十
分留意し、その適正な取扱いの確保に努めることとされてい
る。さらに、ストレスチェック制度における健康情報の取扱
いについては、ストレスチェック指針において、事業者は労
働者の健康情報を適切に保護することが求められている。事
業者は、これらの法令等を遵守し、労働者の健康情報の適正
な取扱いを図るものとする。

　（1）労働者の同意
　メンタルヘルスケアを推進するに当たって、労働者の個人
情報を主治医等の医療職や家族から取得する際には、事業者
はあらかじめこれらの情報を取得する目的を労働者に明らか
にして承諾を得るとともに、これらの情報は労働者本人から
提出を受けることが望ましい。
　また、健康情報を含む労働者の個人情報を医療機関等の第
三者へ提供する場合も、原則として本人の同意が必要である。
ただし、労働者の生命や健康の保護のために緊急かつ重要で
あると判断される場合は、本人の同意を得ることに努めたう
えで、必要な範囲で積極的に利用すべき場合もあることに留
意が必要である。その際、産業医等を選任している事業場に
おいては、その判断について相談することが適当である。
　なお、これらの個人情報の取得又は提供の際には、なるべ
く本人を介して行うことが望ましく、その際には、個別に同
意を得る必要がある。
　また、ストレスチェック制度によるストレスチェックを実
施した場合、医師、保健師等のストレスチェックの実施者は、
労働者の同意がない限り、その結果を事業者に提供してはな
らない。

　（2）事業場内産業保健スタッフによる情報の加工
　事業場内産業保健スタッフは、労働者本人や管理監督者か
らの相談対応の際などメンタルヘルスに関する労働者の個人
情報が集まることとなるため、次に掲げるところにより、個
人情報の取扱いについて特に留意する必要がある。
①　産業医等が、相談窓口や面接指導等により知り得た健康
情報を含む労働者の個人情報を事業者に提供する場合には、
提供する情報の範囲と提供先を健康管理や就業上の措置に
必要な最小限のものとすること。

②　産業医等は、当該労働者の健康を確保するための就業上
の措置を実施するために必要な情報が的確に伝達されるよ
うに、集約・整理・解釈するなど適切に加工した上で提供
するものとし、診断名、検査値、具体的な愁訴の内容等の
加工前の情報又は詳細な医学的情報は提供してはならない
こと。

　（3）健康情報の取扱いに関する事業場内における取り決め
　健康情報の保護に関して、医師や保健師等については、法
令で守秘義務が課されており、また、労働安全衛生法では、
健康診断、長時間労働者に対する面接指導又はストレスチェ
ック及びその結果に基づく面接指導の実施に関する事務を取
り扱う者に対する守秘義務を課している。しかしながら、メ
ンタルヘルスケアの実施においては、これら法令で守秘義務
が課される者以外の者が法令に基づく取組以外の機会に健康
情報を含む労働者の個人情報を取り扱うこともあることから、

事業者は、衛生委員会等での審議を踏まえ、これらの個人情
報を取り扱う者及びその権限、取り扱う情報の範囲、個人情
報管理責任者の選任、個人情報を取り扱う者の守秘義務等に
ついて、あらかじめ事業場内の規程等により取り決めること
が望ましい。
　さらに、事業者は、これら個人情報を取り扱うすべての者
を対象に当該規程等を周知するとともに、健康情報を慎重に
取り扱うことの重要性や望ましい取扱い方法についての教育
を実施することが望ましい。

８　心の健康に関する情報を理由とした不利益な取扱
　いの防止
　（1）事業者による労働者に対する不利益取扱いの防止

　事業者が、メンタルヘルスケア等を通じて労働者の心の健康
に関する情報を把握した場合において、その情報は当該労働
者の健康確保に必要な範囲で利用されるべきものであり、事
業者が、当該労働者の健康の確保に必要な範囲を超えて、当
該労働者に対して不利益な取扱いを行うことはあってはなら
ない。
　このため、労働者の心の健康に関する情報を理由として、以
下に掲げる不利益な取扱いを行うことは、一般的に合理的な
ものとはいえないため、事業者はこれらを行ってはならない。
なお、不利益な取扱いの理由が労働者の心の健康に関する情
報以外のものであったとしても、実質的にこれに該当すると
みなされる場合には、当該不利益な取扱いについても、行っ
てはならない。
①　解雇すること。
②　期間を定めて雇用される者について契約の更新をしない
こと。

③　退職勧奨を行うこと。
④　不当な動機・目的をもってなされたと判断されるような
配置転換又は職位（役職）の変更を命じること。

⑤　その他の労働契約法等の労働関係法令に違反する措置を
講じること。

　（2） 派遣先事業者による派遣労働者に対する不利益取扱いの
防止

　次に掲げる派遣先事業者による派遣労働者に対する不利益
な取扱いについては、一般的に合理的なものとはいえないた
め、派遣先事業者はこれを行ってはならない。なお、不利益
な取扱いの理由がこれ以外のものであったとしても、実質的
にこれに該当するとみなされる場合には、当該不利益な取扱
いについても行ってはならない。
①　心の健康に関する情報を理由とする派遣労働者の就業上
の措置について、派遣元事業者からその実施に協力するよ
う要請があったことを理由として、派遣先事業者が、当該
派遣労働者の変更を求めること。

②　本人の同意を得て、派遣先事業者が派遣労働者の心の健
康に関する情報を把握した場合において、これを理由とし
て、医師の意見を勘案せず又は当該派遣労働者の実情を考
慮せず、当該派遣労働者の変更を求めること。

　（3）メンタルヘルス不調への気付きと対応
　メンタルヘルスケアにおいては、ストレス要因の除去又は
軽減や労働者のストレス対処などの予防策が重要であるが、
これらの措置を実施したにもかかわらず、万一、メンタルヘ
ルス不調に陥る労働者が発生した場合は、その早期発見と適
切な対応を図る必要がある。
　このため、事業者は、個人情報の保護に十分留意しつつ、労
働者、管理監督者、家族等からの相談に対して適切に対応で
きる体制を整備するものとする。さらに、相談等により把握
した情報を基に、労働者に対して必要な配慮を行うこと、必
要に応じて産業医や事業場外の医療機関につないでいくこと
ができるネットワークを整備するよう努めるものとする。
ア　労働者による自発的な相談とセルフチェック
　事業者は、労働者によるメンタルヘルス不調への気付きを
促進するため、事業場の実態に応じて、その内部に相談に応
ずる体制を整備する、事業場外の相談機関の活用を図る等、
労働者が自ら相談を行えるよう必要な環境整備を行うものと
する。この相談体制については、ストレスチェック結果の通
知を受けた労働者に対して、相談の窓口を広げ、相談しやす
い環境を作るために重要であること。また、5（1）に掲げ
たとおり、ストレスへの気付きのために、随時、セルフチェ
ックを行うことができる機会を提供することも効果的である。
イ　管理監督者、事業場内産業保健スタッフ等による相談対
　応等
　管理監督者は、日常的に、労働者からの自発的な相談に対
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労の蓄積が認められる労働者、強度の心理的負荷を伴う出来
事を経験した労働者、その他特に個別の配慮が必要と思われ
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事業場内産業保健スタッフ等や事業場外資源への相談や受診
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　事業場内産業保健スタッフ等は、管理監督者と協力し、労
働者の気付きを促して、保健指導、健康相談等を行うととも
に、相談等により把握した情報を基に、必要に応じて事業
場外の医療機関への相談や受診を促すものとする。また、事
業場内産業保健スタッフ等は、管理監督者に対する相談対応、
メンタルヘルスケアについても留意する必要がある。
　なお、心身両面にわたる健康保持増進対策（THP）を推
進している事業場においては、心理相談を通じて、心の健康
に対する労働者の気づきと対処を支援することが重要である。
また、運動指導、保健指導等のTHPにおけるその他の指導
においても、積極的にストレスや心の健康問題を取り上げる
ことが効果的である。
ウ　労働者個人のメンタルヘルス不調を把握する際の留意点
　事業場内産業保健スタッフ等が労働者個人のメンタルヘル
ス不調等の労働者の心の健康に関する情報を把握した場合に
は、本人に対してその結果を提供するとともに、本人の同意
を得て、事業者に対して把握した情報のうち就業上の措置に
必要な情報を提供することが重要であり、事業者は提供を受
けた情報に基づいて必要な配慮を行うことが重要である。た
だし、事業者がストレスチェック結果を含む労働者の心の健
康に関する情報を入手する場合には、労働者本人の同意を得
ることが必要であり、また、事業者は、その情報を、労働者
に対する健康確保上の配慮を行う以外の目的で使用してはな
らない。
　さらに、労働安全衛生法に基づく健康診断、ストレスチェ

ック制度における医師による面接指導及び一定時間を超える
長時間労働を行った労働者に対する医師による面接指導等に
より、労働者のメンタルヘルス不調が認められた場合におけ
る、事業場内産業保健スタッフ等のとるべき対応についてあ
らかじめ明確にしておくことが必要である。
エ　労働者の家族による気づきや支援の促進
　労働者に日常的に接している家族は、労働者がメンタルヘ
ルス不調に陥った際に最初に気づくことが少なくない。また、
治療勧奨、休業中、職場復帰時及び職場復帰後のサポートな
ど、メンタルヘルスケアに大きな役割を果たす。
　このため、事業者は、労働者の家族に対して、ストレスや
メンタルヘルスケアに関する基礎知識、事業場のメンタルヘ
ルス相談窓口等の情報を社内報や健康保険組合の広報誌等を
通じて提供することが望ましい。また、事業者は、事業場に
対して家族から労働者に関する相談があった際には、事業場
内産業保健スタッフ等が窓口となって対応する体制を整備す
るとともに、これを労働者やその家族に周知することが望ま
しい。

　（4）職場復帰における支援
　メンタルヘルス不調により休業した労働者が円滑に職場復
帰し、就業を継続できるようにするため、事業者は、その労
働者に対する支援として、次に掲げる事項を適切に行うもの
とする。
①　衛生委員会等において調査審議し、産業医等の助言を受
けながら職場復帰支援プログラムを策定すること。職場復
帰支援プログラムにおいては、休業の開始から通常業務へ
の復帰に至るまでの一連の標準的な流れを明らかにすると
ともに、それに対応する職場復帰支援の手順、内容及び関
係者の役割等について定めること。

②　職場復帰支援プログラムの実施に関する体制や規程の整
備を行い、労働者に周知を図ること。

③　職場復帰支援プログラムの実施について、組織的かつ計
画的に取り組むこと。

④　労働者の個人情報の保護に十分留意しながら、事業場内
産業保健スタッフ等を中心に労働者、管理監督者がお互い
に十分な理解と協力を行うとともに、労働者の主治医との
連携を図りつつ取り組むこと。

　なお、職場復帰支援における専門的な助言や指導を必要と
する場合には、それぞれの役割に応じた事業場外資源を活用
することも有効である。

７　メンタルヘルスに関する個人情報の保護への配慮
　メンタルヘルスケアを進めるに当たっては、健康情報を含
む労働者の個人情報の保護に配慮することが極めて重要であ
る。メンタルヘルスに関する労働者の個人情報は、健康情報
を含むものであり、その取得、保管、利用等において特に適
切に保護しなければならないが、その一方で、メンタルヘル
ス不調の労働者への対応に当たっては、労働者の上司や同僚
の理解と協力のため、当該情報を適切に活用することが必要
となる場合もある。
　健康情報を含む労働者の個人情報の保護に関しては、個人
情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び関連
する指針等が定められており、個人情報を事業の用に供する
個人情報取扱事業者に対して、個人情報の利用目的の公表や
通知、目的外の取扱いの制限、安全管理措置、第三者提供の
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９　小規模事業場におけるメンタルヘルスケアの取組
　の留意事項

　常時使用する労働者が50人未満の小規模事業場では、メ
ンタルヘルスケアを推進するに当たって、必要な事業場内産
業保健スタッフが確保できない場合が多い。このような事業
場では、事業者は、衛生推進者又は安全衛生推進者を事業場
内メンタルヘルス推進担当者として選任するとともに、地域
産業保健センター等の事業場外資源の提供する支援等を積極
的に活用し取り組むことが望ましい。また、メンタルヘルス
ケアの実施に当たっては、事業者はメンタルヘルスケアを積
極的に実施することを表明し、セルフケア、ラインによるケ
アを中心として、実施可能なところから着実に取組を進める
ことが望ましい。

10　定義
　本指針において、以下に掲げる用語の意味は、それぞれ次
に定めるところによる。
①　ライン
　　日常的に労働者と接する、職場の管理監督者（上司その
他労働者を指揮命令する者）をいう。

②　産業医等
　　産業医その他労働者の健康管理等を行うのに必要な知識
を有する医師をいう。

③　衛生管理者等
　　衛生管理者、衛生推進者及び安全衛生推進者をいう。
④　事業場内産業保健スタッフ
　　産業医等、衛生管理者等及び事業場内の保健師等をいう。
⑤　心の健康づくり専門スタッフ
　　精神科・心療内科等の医師、精神保健福祉士、心理職等
をいう。

⑥　事業場内産業保健スタッフ等
　　事業場内産業保健スタッフ及び事業場内の心の健康づく
り専門スタッフ、人事労務管理スタッフ等をいう。

⑦　事業場外資源
　　事業場外でメンタルヘルスケアヘの支援を行う機関及び
専門家をいう。

⑧　メンタルヘルス不調
　　精神および行動の障害に分類される精神障害や自殺のみ
ならず、ストレスや強い悩み、不安など、労働者の心身の
健康、社会生活および生活の質に影響を与える可能性のあ
る精神的および行動上の問題を幅広く含むものをいう。

⑨　ストレスチェック
　　労働安全衛生法第66条の10に基づく心理的な負担の
程度を把握するための検査をいう。

⑩　ストレスチェック制度
　　ストレスチェック及びその結果に基づく面接指導の実施、
集団ごとの集計・分析等、労働安全衛生法第66条の10
に係る事業場における一連の取組全体をいう。

（参考）労働安全衛生法
第66条の10（心理的な負担の程度を把握するための検査等）
　 　事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、

医師、保健師その他の厚生労働省令で定める者（以下この条におい
て「医師等」という。）による心理的な負担の程度を把握するため
の検査を行わなければならない。

２ 　事業者は、前項の規定により行う検査を受けた労働者に対し、厚
生労働省令で定めるところにより、当該検査を行つた医師等から当
該検査の結果が通知されるようにしなければならない。この場合に
おいて、当該医師等は、あらかじめ当該検査を受けた労働者の同意
を得ないで、当該労働者の検査の結果を事業者に提供してはならない。

３ 　事業者は、前項の規定による通知を受けた労働者であつて、心理的
な負担の程度が労働者の健康の保持を考慮して厚生労働省令で定め
る要件に該当するものが医師による面接指導を受けることを希望す
る旨を申し出たときは、当該申出をした労働者に対し、厚生労働省
令で定めるところにより、医師による面接指導を行わなければなら
ない。この場合において、事業者は、労働者が当該申出をしたこと
を理由として、当該労働者に対し、不利益な取扱いをしてはならない。

４ 　事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、前項の規定によ
る面接指導の結果を記録しておかなければならない。

５ 　事業者は、第３項の規定による面接指導の結果に基づき、当該労
働者の健康を保持するために必要な措置について、厚生労働省令で
定めるところにより、医師の意見を聴かなければならない。

６ 　事業者は、前項の規定による医師の意見を勘案し、その必要があ
ると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、就業場所の変更、
作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講ず
るほか、当該医師の意見の衛生委員会若しくは安全衛生委員会又は
労働時間等設定改善委員会への報告その他の適切な措置を講じなけ
ればならない。

７ 厚生労働大臣は、前項の規定により事業者が講ずべき措置の適
切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。

８ 厚生労働大臣は、前項の指針を公表した場合において必要があ
ると認めるときは、事業者又はその団体に対し、当該指針に関し必
要な指導等を行うことができる。

９ 国は、心理的な負担の程度が労働者の健康の保持に及ぼす影響
に関する医師等に対する研修を実施するよう努めるとともに、第２
項の規定により通知された検査の結果を利用する労働者に対する健
康相談の実施その他の当該労働者の健康の保持増進を図ることを促
進するための措置を講ずるよう努めるものとする。

第69条（健康教育等）
事業者は、労働者に対する健康教育及び健康相談その他労働者

の健康の保持増進を図るため必要な措置を継続的かつ計画的に講ず
るように努めなければならない。

２ 労働者は、前項の事業者が講ずる措置を利用して、その健康の
保持増進に努めるものとする。

第70条（体育活動等についての便宜供与等）
事業者は、前条第１項に定めるもののほか、労働者の健康の保

持増進を図るため、体育活動、レクリエーションその他の活動につ
いての便宜を供与する等必要な措置を講ずるように努めなければな
らない。

第70条の2（健康の保持増進のための指針の公表等）
厚生労働大臣は、第69条第１項の事業者が講ずべき健康の保持

増進のための措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必
要な指針を公表するものとする。

２ 厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対
し、必要な指導等を行うことができる。
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メンタルヘルス対策に
関する情報はこちらから

あかるい職場応援団
ハラスメント対策についての総合情報サイト
ハラスメントの裁判事例、他社の取組みなど
https://no-harassment.mhlw.go.jp/

〈2025年7月現在〉

「こころの耳」
働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト
～心の健康確保と自殺や過労死などの予防～
https://kokoro.mhlw.go.jp/

中央労働災害防止協会
事業場におけるメンタルヘルス活動の
推進をお手伝い
（セミナー、社内研修、ストレスチェックなど）
https://www.jisha.or.jp/health/
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３ 　事業者は、前項の規定による通知を受けた労働者であつて、心理的
な負担の程度が労働者の健康の保持を考慮して厚生労働省令で定め
る要件に該当するものが医師による面接指導を受けることを希望す
る旨を申し出たときは、当該申出をした労働者に対し、厚生労働省
令で定めるところにより、医師による面接指導を行わなければなら
ない。この場合において、事業者は、労働者が当該申出をしたこと
を理由として、当該労働者に対し、不利益な取扱いをしてはならない。

４ 　事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、前項の規定によ
る面接指導の結果を記録しておかなければならない。

５ 　事業者は、第３項の規定による面接指導の結果に基づき、当該労
働者の健康を保持するために必要な措置について、厚生労働省令で
定めるところにより、医師の意見を聴かなければならない。

６ 　事業者は、前項の規定による医師の意見を勘案し、その必要があ
ると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、就業場所の変更、
作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講ず
るほか、当該医師の意見の衛生委員会若しくは安全衛生委員会又は
労働時間等設定改善委員会への報告その他の適切な措置を講じなけ
ればならない。

７ 厚生労働大臣は、前項の規定により事業者が講ずべき措置の適
切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。

８ 厚生労働大臣は、前項の指針を公表した場合において必要があ
ると認めるときは、事業者又はその団体に対し、当該指針に関し必
要な指導等を行うことができる。

９ 国は、心理的な負担の程度が労働者の健康の保持に及ぼす影響
に関する医師等に対する研修を実施するよう努めるとともに、第２
項の規定により通知された検査の結果を利用する労働者に対する健
康相談の実施その他の当該労働者の健康の保持増進を図ることを促
進するための措置を講ずるよう努めるものとする。

第69条（健康教育等）
事業者は、労働者に対する健康教育及び健康相談その他労働者

の健康の保持増進を図るため必要な措置を継続的かつ計画的に講ず
るように努めなければならない。

２ 労働者は、前項の事業者が講ずる措置を利用して、その健康の
保持増進に努めるものとする。

第70条（体育活動等についての便宜供与等）
事業者は、前条第１項に定めるもののほか、労働者の健康の保

持増進を図るため、体育活動、レクリエーションその他の活動につ
いての便宜を供与する等必要な措置を講ずるように努めなければな
らない。

第70条の2（健康の保持増進のための指針の公表等）
厚生労働大臣は、第69条第１項の事業者が講ずべき健康の保持

増進のための措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必
要な指針を公表するものとする。

２ 厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対
し、必要な指導等を行うことができる。



2025.07.23,280


